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1. 概要 

本資料は，「実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則」第 82条第１項の規定に基づき実施

した，冷温停止状態が維持されることを前提とした高経年化技術評価のうち，耐震安全性評価の評

価結果について補足説明するものである。 

なお，高経年化対策に関する各機器・構造物の技術評価（以下，「技術評価」という。）について

は高経年化技術評価書に取りまとめている。 

高経年化技術評価における耐震安全性評価とは，耐震安全性に影響する可能性がある経年劣化事

象について，評価対象機器・構造物の経年劣化を加味して耐震重要度クラスに応じた地震力を用い

た評価を行い，評価対象機器・構造物の機能維持に対する経年劣化事象の影響を評価することをい

う。 

 

2. 基本方針 

各機器・構造物の材料，環境条件等を考慮し，発生し得る経年劣化事象に対して高経年化技術評

価を行った結果，保全対策を講じても管理ができない経年劣化事象は抽出されていない。 

したがって，耐震性を考慮した場合にも，耐震性に影響を与える経年劣化事象を保全対策により

適切に管理することで，耐震安全性の確保が可能であると考えられる。 

しかしながら，高経年プラントの耐震性については，上記経年劣化事象の管理の観点からも，技

術的評価を実施して安全性を確認しておく必要があると考えられることから，「技術評価」の中で耐

震安全性の評価を実施するものである。 

耐震安全性評価に対する評価の基本方針は，評価対象機器について発生し得る経年劣化事象に対

して実施した「技術評価」に対し，耐震性を考慮した評価を実施し，運転開始後 40年時点までの期

間において「実用発電用原子炉施設における高経年化対策審査ガイド」（以下，「審査ガイド」とい

う。）及び「実用発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイド」（以下，「実施ガイド」という。）

の要求事項を満たすことを確認することである。 

耐震安全性を評価するにあたっての要求事項を表１に整理する。  
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表１ 耐震安全性評価についての要求事項（１／２） 

ガイド名 要求事項 

実用発電用原子炉

施設における高経

年化対策審査ガイ

ド 

3.高経年化技術評価等の審査の視点・着眼点 

(1)高経年化技術評価の審査 

⑥ 動的機器（部位）の抽出 

動的機器（部位）を評価対象外としている場合，発電用原子炉設置者の

施設管理活動において，材料等の経年劣化の影響から生じる性能低下の状

況が的確に把握され，高経年化技術評価の開始時期以降もこれらが適切に

行われることを保証しているかを，施設管理要領等の文書及び施設管理実

績等により審査する。 

⑱-1耐震安全性評価の対象となる経年劣化事象の抽出 

経年劣化の進展評価結果に基づき，耐震安全性評価の対象となる経年劣化

事象を抽出していることを審査する。 

⑲-1耐震安全上着目すべき経年劣化事象の抽出 

耐震安全上着目すべき経年劣化事象を抽出していることを審査する。 

⑳-1耐震安全性の評価 

実施ガイド 3.1⑤に規定する期間の満了日までの期間について，経年劣

化事象の発生又は進展に伴う機器・構造物の耐震安全性を評価しているか

を審査する。 

㉑-1耐震安全上の現状保全の評価 

     耐震安全性に対する現状の保全策の妥当性を評価しているかを審査す

る。 

㉒-1耐震安全上の追加保全策の策定 

     想定した経年劣化事象に対し，耐震安全性が確保されない場合に，現状

保全に追加する必要のある新たな保全策を適切に策定しているかを審査す

る。 

㉔ 大規模地震等による機器・構造物への直接の影響の考慮 

     現に発生した大規模地震等について，これによる機器・構造物への影響

を踏まえた高経年化技術評価を行っているかを審査する。 

 

(2)長期施設管理方針の審査 

  ① 長期施設管理方針の策定 

     すべての追加保全策について長期保守管理方針として策定されているか

を審査する。 
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表１ 耐震安全性評価についての要求事項（２／２） 

ガイド名 要求事項 

実用発電用原子炉

施設における高経

年化対策実施ガイ

ド 

3.1 高経年化技術評価の実施及び見直し 

 ⑥ 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象については，経年劣化を加味し

た機器・構造物の耐震安全性評価を行い，必要に応じ追加保全策を抽出する

こと。 

   実用炉規則第 82条第１項から第３項までの規定による高経年化技術評価に係

る耐震安全性評価は，規制基準（当該評価を行う時点後の直近の運転開始以

後 30年，40年又は 50年を超過する日において適用されているものに限る。）

の要求を満たすことが確認された確定した基準地震動及び弾性設計用地震動

を用いた評価を行うこと。当該高経年化技術評価後に，当該評価に用いた基

準地震動及び弾性設計用地震動が見直された場合には，高経年化技術評価を

速やかに見直すこと。 

   ⑥を行うに当たっては，ＰＬＭ基準 2008版の 6.3.4耐震安全性評価を用いる

ことができる。 

 

3.2 長期施設管理方針の策定及び変更 

長期施設管理方針の策定及び変更に当たっては，以下の要求事項を満たすこと。 

 ① 高経年化技術評価の結果抽出された全ての追加保全策（発電用原子炉の運転

を断続的に行うことを前提として抽出されたもの及び冷温停止状態が維持さ

れることを前提として抽出されたものの全て。）について，発電用原子炉ごと

に，施設管理の項目及び当該項目ごとの実施時期を規定した長期施設管理方

針を策定すること。 

   なお，高経年化技術評価の結果抽出された追加保全策について，発電用原子

炉の運転を断続的に行うことを前提とした評価から抽出されたものと冷温停

止状態が維持されることを前提とした評価から抽出されたものの間で，その

対象の経年劣化事象及び機器・構造物の部位が重複するものについては，双

方の追加保全策を踏まえた保守的な長期施設管理方針を策定すること。 

ただし，冷温停止が維持されることを前提とした高経年化技術評価のみを行

う場合はその限りでない。 

 

 

  



 

4 

3. 評価対象と評価手法 

3.1 評価対象 

3.1.1 耐震安全性評価対象機器 

評価対象機器は，「技術評価」における評価対象機器と同じ機器とする。 

上記の評価対象機器のうち，以下の機器を耐震安全性評価における代表機器とする。 

・「技術評価」で行った機器のグループ化における「同一グループ内での代表機器」 

・「同一グループ内での代表機器」より耐震重要度が上位の機器 

 

なお，評価対象機器に対し，建設後に実施した耐震補強実績について別紙１に示す。 

 

3.1.2 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.1.1項にて抽出された耐震安全性評価対象機器において，「技術評価」で評価対象機器・

部位毎に想定される経年劣化事象については，以下のとおり分類される。 

 

(1) 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象（〇事象） 

(2) 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管埋事象）（△事象） 

(3) 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象以外）（▲事

象） 

 

このうち，耐震安全性評価を実施する機器として，(1)及び(2)のうち「現在発生している

か，又は将来にわたって起こることが否定できないもの」でかつ「振動応答特性上，又は構

造・強度上「軽微もしくは無視」できる事象ではない経年劣化事象」について，耐震安全上

考慮する必要のある経年劣化事象として抽出し，経年劣化を考慮した耐震安全性評価を実

施する。 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出フローを図１に示す。 

また，抽出された耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象及び評価対象機器を表２

に示す。 
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図１ 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出フロー 

  

 

振動応答特性上，又は 

構造・強度上，「軽微もしくは無視」 

できない事象か 

「技術評価」で想定される経年劣化事象 

 

想定される経年劣化事象が 

現在発生しているか， 

将来にわたって起こることが 

否定できないものか 

 
〇又は△事象に 

該当するか 

 

想定される経年劣化事象が 

現在発生しているか， 

将来にわたって起こることが 

否定できないものか 

耐震安全上考慮する必要のある 

経年劣化事象として抽出 

経年劣化を考慮した 

耐震安全性評価を実施 

NO        ▲事象 

YES    △事象 〇事象 

NO（×） 

YES（〇） 

YES（〇） 

NO（－） 

NO（■） 

YES（◎） 

 ○：評価対象として抽出 

－：評価対象から除外 

 ×：現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいものとして評価対象から除外 

 ■：振動応答特性上，又は構造・強度上「軽微もしくは無視」できる事象として評価対象から除外 

 ◎：耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象として抽出 

＜凡例＞ 

○事象：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

△事象：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない

事象（日常劣化管理事象） 

▲事象：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない

事象（日常劣化管理事象以外） 

 

耐震安全性評価対象外 
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表２ 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

機器・ 
構造物*1 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

低サイクル 
疲労 

中性子 
照射脆化 

中性子照射 
による 
靭性低下 

２相 
ステンレス鋼 
の熱時効 

腐食 

流れ加速型 
腐食（FAC） 

全面 
腐食 

ポンプ ◎ － － －*6 － － 

熱交換器 － － － － ◎ ◎*2 

ポンプモータ － － － － － － 

容器 ◎*3*4 ◎*3 － － － － 

配管 ◎ － － － －*5 － 

弁 ◎ － － －*6 － － 

炉内構造物 ◎ － ◎ － － － 

ケーブル － － － － － － 

コンクリート
構造物及び鉄
骨構造物 

－ － － － － － 

計測制御設備 － － － － － － 

空調設備 － － － － － － 

機械設備 － － － － － － 

電源設備 － － － － － － 

基礎ボルト － － － － － ◎ 

    ＊１：「技術評価」の機種分類 

       （耐震評価において，基礎ボルトは機械設備から独立させて評価した） 

    ＊２：胴の全面腐食 

    ＊３：原子炉圧力容器 

    ＊４：原子炉格納容器 

    ＊５：炭素鋼配管の腐食（流れ加速型腐食〔FAC〕）については，構造等から FACは生じに

くく，耐震性への影響は軽微であると判断。詳細を別紙２に示す。 

    ＊６：補足説明資料（２相ステンレス鋼の熱時効）にて，２相ステンレス鋼の熱時効の評

価対象機器・部位の抽出結果及び代表機器での評価結果を示す。 

    【凡例】 

     ◎：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象もしくは高経年化対策上着目すべき経年劣

化事象ではない事象（日常劣化管理事象）のうち，振動応答特性上，又は構造・強

度上「軽微もしくは無視」できない事象 
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3.2 評価手法 

3.2.1 主な適用規格 

耐震安全性評価に用いた規格を以下に示す。 

・日本機械学会「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版〔2007 年追補版〕）

JSME S NC1-2005/2007」（以下，「設計・建設規格」という。） 

・日本機械学会「発電用原子力設備規格 維持規格（2008年版）JSME S NA1-2008」（以下，

「維持規格」という。） 

・日本電気協会「原子力発電所配管破損防護設計技術指針 JEAG4613-1998」（以下，

「JEAG4613-1998」という。） 

・日本電気協会「原子力発電所用機器に対する破壊靭性の確認試験方法 JEAC4206-2007」

（以下，「JEAC4206」という。） 

・日本機械学会「発電用原子力設備規格 沸騰水型原子力発電所 配管減肉管理に関する技

術規格 JSME S NH1-2006」（以下，「配管減肉管理規格」という。） 

・日本電気協会「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 JEAG4601-補

-1984」（以下，「JEAG4601」という。） 

・日本電気協会「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987」（以下，「JEAG4601」と

いう。） 

・日本電気協会「原子力発電所耐震設計技術指針追補版 JEAG4601-1991」（以下，「JEAG4601」

という。） 

・日本電気協会「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」（以下，「JEAC4601」と

いう。） 

なお，現行の JEAG4601 以外の値を適用した耐震安全性評価を実施したケースについて，

別紙３に記載する。 

 

3.2.2 劣化想定期間 

冷温停止状態が維持されることを前提とした耐震安全性評価では，評価期間である運転

開始後 40 年時点までの健全性評価を実施する。ただし，評価時点（2021 年７月 30 日）か

ら運転開始後 40年時点までの期間はプラントの冷温停止維持状態を想定すること及び至近

のプラント停止時点から評価時点まではプラントが冷温停止していたことから，劣化の想

定期間は劣化事象毎に異なり，以下のとおりである。 

なお，ここでは，技術評価において想定された経年劣化事象のうち，耐震安全性評価対象

として，「図１ 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出フロー」において耐震

安全上考慮する必要のある経年劣化事象（◎事象）として抽出した経年劣化事象を示す（別

紙４参照）。 

 

(1) 冷温停止維持状態において発生・進展しない事象（低サイクル疲労，中性子照射脆化，

中性子照射による靭性低下） 

評価期間は運転開始後 40年時点であるが，至近のプラント停止時点（第 13回定期検査

開始日）以降，過渡及び中性子照射は発生しないことから，劣化の想定期間は評価時点
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（2021年７月 30日）までとする。 

 

(2) 冷温停止維持状態において発生・進展の可能性が想定される事象（腐食〔全面腐食〕） 

評価期間は運転開始後 40年時点，劣化の想定期間も同様とする。 

 

上記，(1)(2)の考え方について表３に示す。 
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表３ 冷温停止状態での劣化の想定期間 

経年劣化 

事象 

評価対象 

機器 

評価期間及び 

劣化の想定期間 

 

 

 

低サイクル 

疲労 

炉内構造物， 

原子炉圧力

容器，配管，

弁等 

評価期間 
運転開始後 

40年時点まで 

 

  

劣化の 

想定期間 
評価時点まで 

中性子照射 

脆化 

原子炉圧力

容器 

評価期間 
運転開始後 

40年時点まで 

 

  

劣化の 

想定期間 
評価時点まで 

中性子照射 

による靭性 

低下 

炉内構造物 

評価期間 
運転開始後 

40年時点まで 

 

  

劣化の 

想定期間 
評価時点まで 

腐食 
熱交換器， 

基礎ボルト 

評価期間 
運転開始後 

40年時点まで 

 

  

劣化の 

想定期間 

運転開始後 

40年時点まで 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

評価時点 

2021.7.30 

▼ 

営業運転開始後 

40年時点 

2033.7.30 

▼ 
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3.2.3 耐震安全性評価の評価手法 

(1) 低サイクル疲労（炉内構造物，原子炉圧力容器，配管，弁等） 

評価期間である運転開始後 40年時点まで（劣化の想定は評価時点まで）の過渡回数を考

慮した疲れ累積係数，基準地震動 Ss を考慮した疲れ累積係数の合計値が許容値１を下回

ることを確認する。 

 

(2) 中性子照射脆化（容器〔原子炉圧力容器〕） 

原子炉圧力容器円筒胴（炉心領域）に，評価期間である運転開始後 40年時点まで（劣化

の想定は評価時点まで）の中性子照射脆化と地震を考慮した場合の温度・圧力制限曲線を

求め健全性を確認する。 

 

(3) 中性子照射による靭性低下（炉内構造物） 

初期亀裂を想定し，地震時の応力拡大係数が，評価期間である運転開始後 40年時点まで

（劣化の想定は評価時点まで）の中性子照射量を考慮した破壊靭性値を下回ることを確認

する。 

 

(4) 腐食（流れ加速型腐食〔FAC〕）（熱交換器） 

伝熱管に管理値までの伝熱管内面の減肉を考慮して地震時の発生応力を算出し，許容応

力を下回ることを確認する。 

 

(5) 腐食（全面腐食）（熱交換器，基礎ボルト） 

評価期間である運転開始後 40 年時点までの腐食減肉を想定して地震時の発生応力を算

出し，許容応力を下回ることを確認する。 

 

3.3 評価に用いる地震動 

高経年化技術評価における耐震安全性評価では，実施ガイドの附則（経過措置）に従い，発電

用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（平成 18 年９月 19 日）により策定した基準地震動 Ss

による評価を実施する。 

 

○ 発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（平成 18年９月 19日）に従い策定した基準 

地震動 Ss 

耐震安全性評価に用いる基準地震動 Ss は，「敷地毎に震源を特定して策定する地震動」及び

「震源を特定せずに策定する地震動」を考慮し，敷地の解放基盤表面における水平方向及び鉛直

方向の地震動として策定している。 

基準地震動 Ssの応答スペクトル図を図２に示す。 
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図２ 基準地震動 Ssの応答スペクトル図 
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3.4 評価に用いる地震力 

3.4.1 評価用地震力 

耐震安全性評価に用いる地震力は，各機器の耐震重要度に応じて表４のとおり選定する。 

 

表４ 耐震重要度に応じた耐震安全性評価に用いる地震力 

耐震重要度 評価に用いる地震力 

Ｓクラス 

基準地震動 Ss*1により定まる地震力 

弾性設計用地震力Sd*2により定まる地震力とＳクラスの機器に適用さ

れる静的地震力のいずれか大きい方 

Ｂクラス Ｂクラスの機器に適用される地震力*3 

Ｃクラス Ｃクラスの機器に適用される静的地震力 

＊１：発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（平成 18年９月 19日）により策定した地

震動 

＊２：弾性設計用地震動 Sdの応答スペクトルは，Ss-1の応答スペクトルに対して係数 0.79を

乗じて設定している。 

＊３：支持構造物の振動と共振のおそれがあるものについては，弾性設計用地震動 Sdによる地

震力の１／２についても考慮する。 

 

3.4.2 能登半島地震による地震動の影響評価 

能登半島地震（2007年３月 25日）による観測記録に基づき，志賀原子力発電所における

原子炉建屋，タービン建屋及び海水熱交換器建屋内の安全上重要な機器・配管が地震によっ

て受けた力を評価した結果，この地震による応力がⅢAS による許容値以下であり，弾性範

囲に十分収まっていることを確認したため，安全上重要な機器・配管の耐震健全性が確保さ

れていることを確認した（別紙５参照）。 

 

3.5 代表の選定 

耐震安全性評価では 3.1.2項に示したとおり，「技術評価」における全ての評価対象機器を対

象として耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象を抽出し，経年劣化を考慮した耐震安全

性評価を実施している。 

補足説明資料では，抽出された経年劣化事象毎に代表を選定し（後打ちケミカルアンカ，後打

ちメカニカルアンカを除く），詳細な評価内容について説明する。 

表５に事象毎の代表機器と選定理由を示す。 
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表５ 補足説明資料における代表の選定 

耐震安全上考慮する必

要のある経年劣化事象 
代表機器 選定理由 

低サイクル疲労 
原子炉冷却材浄化系

配管 

・地震による疲れ累積係数が最も高い機器 

中性子照射脆化 原子炉圧力容器 

・中性子照射脆化が耐震安全上考慮する必要の

ある経年劣化事象として抽出された唯一の機

器 

中性子照射による靭性

低下 
上部格子板 

・最も中性子照射を受ける機器 

流れ加速型腐食（FAC） 
原子炉補機冷却水系

熱交換器 

・発生応力と許容応力の比が最大である機器 

・発生応力が最大である機器 

全面腐食 

1.熱交換器 

原子炉冷却材浄化系

再生熱交換器 

・発生応力と許容応力の比が最大である機器 

・発生応力が最大である機器 

2.基礎ボルト 

軽油タンク 

・発生応力と許容応力の比が最大である機器 

・発生応力が最大である機器 

3.後打ちケミカルア

ンカ，後打ちメカニ

カルアンカ 

（代表を想定せずに，全数一括評価） 
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4. 耐震安全性評価 

4.1 代表の耐震安全性評価 

4.1.1 低サイクル疲労 

・原子炉冷却材浄化系配管 

原子炉冷却材浄化系配管について，「技術評価」にて実施した運転実績回数に基づく疲

れ累積係数に，基準地震動 Ssによる疲れ累積係数を加えて評価を実施した。 

評価の結果，表６に示すとおり，疲れ累積係数の合計値は許容値１以下となり，耐震安

全性に問題のないことを確認した。 

低サイクル疲労の詳細な評価内容を別紙６に示す。 

 

表６ 原子炉冷却材浄化系配管の低サイクル疲労に対する耐震安全性評価結果 

評価対象 
耐震 

重要度 

運転実績回数に 

基づく疲れ累積係数 

（環境を考慮） 

地震動による 

疲れ累積係数 

（Ss地震動） 

合 計＊ 

（許容値１以下） 

原子炉冷却材浄

化系配管 
Ｓ 0.844 0.038 0.881 

＊：運転実績回数に基づく疲れ累積係数と地震動による疲れ累積係数（Ss地震動）の合計値の差異は，

数値処理での切上げによって生じたもの。 

 

4.1.2 中性子照射脆化 

・原子炉圧力容器 

原子炉圧力容器胴（炉心領域）について，中性子照射脆化と基準地震動 Ssを考慮した

場合の温度・圧力制限曲線を求め健全性を評価した。 

現在は冷温停止維持状態ではあるが，保守的に炉心臨界時の原子炉圧力容器の温度・圧

力制限曲線（2021年７月 30日時点）を図３に示す。 

評価の結果，原子炉圧力容器の運転は図３に示した飽和圧力－温度曲線に従うことか

ら，中性子照射脆化に対する耐震性を考慮した運転・冷温停止状態での制限に対し，十分

な安全性が確保されていると判断する。 

なお，冷温停止維持状態においても原子炉冷却材温度は管理されており，図３に示した

温度・圧力制限曲線を満足していることを確認している。 

中性子照射脆化の詳細な評価内容を別紙７に示す。 
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図３ 原子炉圧力容器の圧力－温度制限図（2021年７月 30日時点） 

（炉心領域円筒胴，炉心臨界時） 

 

4.1.3 中性子照射による靭性低下 

・上部格子板 

上部格子板について，中性子照射による靭性低下の発生を想定し，グリッドブレート切

り欠き部に亀裂が発生したと仮定して，基準地震動 Ssに対する評価を実施した。 

評価の結果，表７に示すとおり，想定欠陥の応力拡大係数は中性子照射材料の破壊靭性

値の下限値を下回り，不安定破壊は生じず，耐震安全性に問題のないことを確認した。 

中性子照射による靭性低下の詳細な評価内容を別紙８に示す。 

 

表７ 上部格子板の中性子照射による靭性低下に対する耐震安全性評価結果 

評価対象 耐震重要度 
想定欠陥応力拡大係数 

（MPa√m） 

破壊靭性値＊ 

（MPa√m） 

上部格子板 Ｓ 7.8 43.2 

＊：発電設備技術検査協会「プラントの長寿命化技術開発に関する調査報告書」における照射ステン

レス鋼の破壊靭性値の下限値（ＢＷＲ） 
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4.1.4 流れ加速型腐食（FAC） 

・原子炉補機冷却水系熱交換器 

原子炉補機冷却水系熱交換器の伝熱管内面の腐食（流れ加速型腐食〔FAC〕）による減肉

を想定し，各荷重の組み合わせと地震による評価を実施した。 

評価の結果，発生応力は許容応力を下回り，耐震安全性に問題のないことを確認した。 

評価結果を表８に，詳細な算出過程を別紙９にそれぞれ示す。 

 

表８ 原子炉補機冷却水系熱交換器伝熱管の腐食（流れ加速型腐食〔FAC〕）に対する 

耐震安全性評価結果 

評価対象 評価条件 区 分 
耐震 

重要度 

評価 

地震力 

許容応力

状態 

応力

種別 

発生応力（MPa） 

許容応力 

（MPa） 
管板～ 

管支持板 

管支持板～

管支持板 

原子炉補機冷却水系

熱交換器伝熱管 

50 ％減肉

を想定 
クラス３ Ｓ Ss*1 ⅣAS 

一次

応力 
24 27 337*2 

＊１：Ss地震力が Sd地震力及びＳクラス機器に適用される静的地震力より大きく，Ss地震力によ

る評価応力が Sd地震力及びＳクラス機器に適用される静的地震力の許容応力を下回るため，

Sd地震力及び静的地震力による評価を省略した。 

＊２：0.6Su×1.5 倍の値 

 

4.1.5 全面腐食 

・原子炉冷却材浄化系再生熱交換器 

熱交換器胴について，熱交換器胴に 40 年間分の腐食量 0.8 mm を想定し，各荷重の組

合せと地震による評価を実施した。 

評価の結果，発生応力は許容応力を下回り，耐震安全性に問題のないことを確認した。 

評価結果を表９に，詳細な算出過程を別紙 10に示す。 

 

表９ 原子炉冷却材浄化系再生熱交換器胴の腐食に対する耐震安全性評価結果 

評価対象 
耐震 

重要度 

評価 

地震力 

許容応 

力状態 
応力種別 

発生応力 

（MPa） 

許容応力＊ 

（MPa） 

原子炉冷却材浄化

系再生熱交換器胴 
Ｂ 1/2Sd BAS 

一次一般膜応力 105 209 

一次応力 149 209 

＊：設計・建設規格 付録図表 Part５ 表８，９より求まる値 

 

・機器付基礎ボルト（軽油タンク） 

軽油タンクの基礎ボルトに対し，40 年時点で 0.3 mm の腐食を想定し，基準地震動 Ss

により基礎ボルトに発生する応力を算出した。 

評価の結果，発生応力は許容応力を下回り，耐震安全性に問題がないことを確認した。 

評価結果を表 10に，詳細な算出過程を別紙 10に示す。 
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表 10 機器付基礎ボルトの腐食に対する耐震安全性評価結果 

機器名 荷重種別 
発生応力 

（MPa） 

許容応力＊ 

（MPa） 

軽油タンク 
引張荷重 75 148 

せん断荷重 74 146 

＊：設計・建設規格 付録図表 Part５ 表８，９より求まる値 

 

・後打ちメカニカルアンカ及び後打ちケミカルアンカ 

後打ちメカニカルアンカ及び後打ちケミカルアンカについて，40年時点で 0.3 ㎜の腐

食を想定し，基準地震動 Ssを考慮した設計許容荷重が負荷されたときのボルトの発生応

力と許容応力との関係を評価した。ボルトの発生応力はいずれも許容応力を下回ってい

ることが確認できた。 

評価の結果，ボルトの発生応力はいずれも許容応力を下回っており，後打ちメカニカル

アンカ及び後打ちケミカルアンカについては機種に係わらず耐震安全性に問題がないこ

とを確認した。 

評価結果を表 11に，詳細な算出過程を別紙 10に示す。 

 

表 11（１／２） 後打ちメカニカルアンカの腐食に対する耐震安全性評価 

  ボルト径 
M10 M12 M16 

評価項目    

応力比 

（発生応力／許容応力*） 
荷重種別 

引張 0.38 0.37 0.22 

せん断 0.80 0.83 0.74 

＊：設計・建設規格 付録図表 Part５ 表８，９より求まる値 

 

表 11（２／２） 後打ちケミカルアンカの腐食に対する耐震安全性評価 

  ボルト径 
M12 M16 M20 M22 M24 

評価項目   

応力比 

（発生応力／許容応力＊） 
荷重種別 

引張 0.89 0.77 0.90 0.89 0.90 

せん断 0.77 0.74 0.73 0.72 0.79 

＊：設計・建設規格 付録図表 Part５ 表８，９より求まる値 

 

4.1.6 その他の耐震安全性評価 

原子炉冷却材再循環系配管の粒界型応力腐食割れを■事象とする評価の具体的内容を別

紙 11に示す。 
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4.2 動的機能維持に係る耐震安全性評価 

冷温停止維持状態に必要な動的機能と対象機器は JEAG4601 を参考に抽出しており，表 12 に

動的機能維持評価の主な対象機器と評価理由を示す。また，動的機能維持評価の記載方針を別紙

12に示す。 

動的機能維持が必要な機器に想定される，「現在発生しているか，又は将来にわたって起こる

ことが否定できない」とされる経年劣化事象について，その評価結果が以下のいずれかであるこ

とを確認し，地震時の動的機能が維持されることを確認している。 

① 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象であるが，機器

の振動応答特性または構造・強度への影響が軽微もしくは無視できること。 

② 運転開始後 40年時点の経年劣化を考慮した耐震安全性評価を実施し，地震時または地震

後の動的機能に影響を与えないこと。 
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表 12 JEAG4601に基づく動的機能維持評価の主な対象機器と評価理由 

動的機能維持評価の主な対象機器 評価理由 

給水系弁 

原子炉冷却材浄化系弁 

原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する弁につ

いて，その健全性を維持するため 

高圧炉心スプレイ系弁 

高圧炉心スプレイポンプ 

低圧炉心スプレイ系弁 

低圧炉心スプレイポンプ 

残留熱除去系弁 

残留熱除去ポンプ 

非常用ディーゼル機関（A，B号機） 

HPCSディーゼル機関 

非常用ディーゼル機関（A，B号機）附属設備 

HPCSディーゼル機関附属設備 

炉心から崩壊熱を除去するため 

残留熱除去系弁 

残留熱除去ポンプ 

非常用ガス処理系設備 

原子炉補機冷却水系弁 

原子炉補機冷却水ポンプ 

非常用ディーゼル機関（A，B号機） 

HPCSディーゼル機関 

非常用ディーゼル機関（A，B号機）附属設備 

HPCSディーゼル機関附属設備 

放射性物質の放出を伴うような事故の際に，そ

の外部拡散を抑制するため 

残留熱除去系弁 

残留熱除去ポンプ 
使用済燃料貯蔵プール水を補給するため 

 

4.3 現状保全 

耐震安全性評価対象機器の現状保全については，「技術評価」に記載のとおりである。 

 

4.4 総合評価 

「技術評価」の評価対象機器の耐震安全性評価に対しては，経年劣化事象を考慮した場合にお

いても，審査ガイド及び実施ガイドの要求事項を満足し，耐震安全性に問題のないことを確認し

た。 

また，耐震安全性評価対象機器の現状保全に対しては，耐震安全性上考慮する必要のある経年

劣化を考慮した耐震評価を行い，耐震安全性に問題がないことを確認しており，各設備の現状保

全は適切であることから，現状保全に追加すべき新たな保全策は抽出されなかった。 

以上のことから，耐震安全性が機器の健全性に影響を与える可能性はないと判断する。 
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5. まとめ 

5.1 審査ガイド適合性 

「2.基本方針」で示した要求事項について耐震安全性評価を行った結果，すべての要求を満足

しており，審査ガイドに適合していることを確認した。耐震安全性評価についての要求事項との

対比及び評価結果の分類を表 13及び表 14に示す。 
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表 13（１／２） 耐震安全性評価についての要求事項との対比 

ガイド名 要求事項 耐震安全性評価結果 

実用発電用原子

炉施設における

高経年化対策審

査ガイド 

3.高経年化技術評価等の審査の視点・着眼点 

(1)高経年化技術評価の審査 

⑥動的機器（部位）の抽出 

動的機器（部位）を評価対象外としている場合，

発電用原子炉設置者の施設管理活動において，材料

等の経年劣化の影響から生じる性能低下の状況が

的確に把握され，高経年化技術評価の開始時期以降

もこれらが適切に行われることを保証しているか

を，施設管理要領等の文書及び施設管理実績等によ

り審査する。 

3.1.1，3.1.2に示すとおり，耐震安全性評

価を実施する機器として，動的機器（部位）

を含めて評価対象とした。 

⑱-1 耐震安全性評価の対象となる経年劣化事象の

抽出 

経年劣化の進展評価結果に基づき，耐震安全性評

価の対象となる経年劣化事象を抽出していること

を審査する。 

3.1.1，3.1.2に示すとおり，耐震安全上考

慮する必要のある経年劣化事象の抽出フ

ローにより，耐震安全上考慮する必要のあ

る経年劣化事象を抽出した。 ⑲-1耐震安全上着目すべき経年劣化事象の抽出 

耐震安全上着目すべき経年劣化事象を抽出して

いることを審査する。 

⑳-1耐震安全性の評価 

実施ガイド 3.1⑤に規定する期間の満了日までの

期間について，経年劣化事象の発生又は進展に伴う

機器・構造物の耐震安全性を評価しているかを審査

する。 

3.2.2，4.1.1～4.1.6に示すとおり，運転

開始後 40 年時点までの経年劣化を考慮し

た状態における耐震安全性評価を実施し

た。 

㉑-1耐震安全上の現状保全の評価 

耐震安全性に対する現状の保全策の妥当性を評

価しているかを審査する。 

 

4.4に示すとおり，耐震安全性評価を実施

し，審査ガイドへの適合を確認しているこ

とから，耐震安全性に対する現状の保全策

は妥当であると評価した。 

㉒-1耐震安全上の追加保全策の策定 

想定した経年劣化事象に対し，耐震安全性が確保

されない場合に，現状保全に追加する必要のある新

たな保全策を適切に策定しているかを審査する。 

 

4.1～4.4 に示すとおり，耐震安全上考慮

する必要のある経年劣化事象については，

経年劣化評価を実施した機器・構造物の耐

震安全性評価を行い，ガイドを満足して耐

震安全上問題のないことを確認している。

また，現状の保全策についても妥当である

ことを確認しており，追加保全策はないと

評価した。 

㉔大規模地震等による機器・構造物への直接の影響

の考慮 

現に発生した大規模地震等について，これによる

機器・構造物への影響を踏まえた高経年化技術評価

を行っているかを審査する。 

3.4.2に示すとおり，現に発生した大規模

地震等による機器等への影響がないこと

を確認した。 

(2)長期施設管理方針の審査 

①長期施設管理方針の策定 

すべての追加保全策について長期保守管理方針

として策定されているかを審査する。 

4.4に示すとおり，現状保全項目に高経年

化対策の視点から追加すべきものはなか

った。 
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表 13（２／２） 耐震安全性評価についての要求事項との対比 

ガイド名 要求事項 耐震安全性評価結果 

実用発電用原子

炉施設における

高経年化対策実

施ガイド 

3.1 高経年化技術評価の実施及び見直し 

⑥ 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象

については，経年劣化を加味した機器・構造

物の耐震安全性評価を行い，必要に応じ追加

保全策を抽出すること。 

4.1～4.4 に示すとおり，耐震安全上考慮

する必要のある経年劣化事象については，

経年劣化を加味した機器・構造物の耐震安

全性評価を行い，耐震安全上問題のないこ

とを確認している。また，現状保全策につ

いても妥当であることを確認しており，追

加保全策はないと評価している。 

実用炉規則第 82条第１項から第３項までの規

定による高経年化技術評価に係る耐震安全性

評価は，規制基準（当該評価を行う時点後の直

近の運転開始以後 30年，40年又は 50 年を超

過する日において適用されているものに限

る。）の要求を満たすことが確認された確定し

た基準地震動及び弾性設計用地震動を用いた

評価を行うこと。当該高経年化技術評価後に，

当該評価に用いた基準地震動及び弾性設計用

地震動が見直された場合には，高経年化技術

評価を速やかに見直すこと。 

⑥を行うに当たっては，ＰＬＭ基準 2008 版の

6.3.4 耐震安全性評価を用いることができ

る。 

3.4に示すとおり，発電用原子炉施設に関

する耐震設計審査指針（平成 18年９月 19

日）により策定した基準地震動 Ss 並びに

弾性設計用地震動 Sd による評価を実施し

ている。 

3.2 長期施設管理方針の策定及び変更 

長期施設管理方針の策定及び変更に当たって

は，以下の要求事項を満たすこと。 

① 高経年化技術評価の結果抽出された全ての追

加保全策（発電用原子炉の運転を断続的に行

うことを前提として抽出されたもの及び冷温

停止状態が維持されることを前提として抽出

されたものの全て。）について，発電用原子炉

ごとに，施設管理の項目及び当該項目ごとの

実施時期を規定した長期施設管理方針を策定

すること。 

なお，高経年化技術評価の結果抽出された

追加保全策について，発電用原子炉の運転を

断続的に行うことを前提とした評価から抽

出されたものと冷温停止状態が維持される

ことを前提とした評価から抽出されたもの

の間で，その対象の経年劣化事象及び機器・

構造物の部位が重複するものについては，双

方の追加保全策を踏まえた保守的な長期施

設管理方針を策定すること。 

ただし，冷温停止が維持されることを前提

とした高経年化技術評価のみを行う場合は

その限りでない。 

4.4に示すとおり，追加保全策は抽出され

ていないため，長期施設管理方針は高経年

化対策の視点から充実すべき施設管理の

項目はないと評価している。 
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表 14 耐震安全性評価についての要求事項と評価結果の分類 

機器・ 
構造物 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 
動的機能 
維持評価 低サイクル 

疲労 
中性子 
照射脆化 

中性子照射 
による 
靭性低下 

全面腐食 

ポンプ － － － － C1 

熱交換器 － － － A1 － 

ポンプモータ － － － － C1 

容器 A2 B2 － － － 

配管 A2 － － － － 

弁 A2 － － － C1，C2 

炉内構造物 A2 － B1 － － 

ケーブル － － － － － 

コンクリート
構造物及び鉄
骨構造物 

－ － － － － 

計測制御設備 － － － － C1 

空調設備 － － － － C1 

機械設備 － － － － C1，C2 

電源設備 － － － － C1 

基礎ボルト － － － A1 － 
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凡例 

○経年劣化事象を考慮した機器・構造物について地震時に発生する応力及び疲れ累積係数を評価した

結果，耐震設計上の許容限界を下回ること。 

［分類］ 

A1：応力評価により耐震設計上の許容限界を下回る評価を行った事象 

A2：疲れ累積係数評価により耐震設計上の許容限界を下回る評価を行った事象 

 

○経年劣化事象を考慮した機器・構造物について，線形破壊力学評価法に基づき地震時に発生する応

力及び応力拡大係数を評価した結果，想定亀裂（欠陥）に対する破壊力学評価上の許容限界を満足

すること。 

［分類］ 

B1：応力拡大係数評価により破壊力学評価上の許容限界を下回る評価を行った事象 

B2：破壊力学評価上の許容限界から制限温度を求め，機器の使用温度が制限温度を満足する評価を

行った事象 

 

○経年劣化事象を考慮した，地震時に動的機能が要求される機器・構造物の地震時の応答加速度を評

価した結果，機能確認済加速度以下であること。 

［分類］ 

Cl：動的機能維持に必要となる部位での経年劣化事象が，機器の振動応答特性上，又は構造・強度

への影響が「軽微もしくは無視」できる事象であることを確認し，経年劣化事象を考慮しても，

機器における地震時の応答加速度は，各機器の機能確認済加速度を上回るものではないと考え

られ，地震時の動的機能についても維持されると判断した機器 

C2：動的機能維持に必要となる部位での経年劣化事象が機器の振動応答特性に影響を及ぼす可能性

があるが，耐震安全性評価の実施により，振動応答特性に影響を与える経年劣化事象ではない

ことを確認している機器 

 

5.2 施設管理に関する方針として策定する事項 

耐震安全性に関する評価において，施設管理に関する方針は抽出されなかった。 
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別 紙 

 

別紙１ 建設後に実施した耐震補強の実績について 

別紙２ 炭素鋼配管の腐食（流れ加速型腐食）について耐震性への影響を軽微とした理由 

別紙３ 耐震安全性評価において現行の JEAG4601以外を適用したケースについて 

別紙４ 劣化想定期間の説明において示す経年劣化事象について 

別紙５ 能登半島地震（2007年３月 25日）による影響について 

別紙６ 低サイクル疲労割れに対する耐震安全性評価結果について 

別紙７ 原子炉圧力容器の中性子照射脆化に対する耐震安全性評価結果について 

別紙８ 炉内構造物の中性子照射による靭性低下に対する耐震安全性評価結果について 

別紙９ 伝熱管（流れ加速型腐食）に対する耐震安全性評価結果について 

別紙 10 全面腐食に対する耐震安全性評価結果について 

別紙 11 原子炉冷却材再循環系配管の粒界型応力腐食割れを■事象とする評価の具体的内容について 

別紙 12 動的機能維持評価の記載方針について 

別紙 13 弾性設計用地震動 Sdの妥当性について 

別紙 14 ベント管ベローズの疲労解析結果について 
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別紙１ 建設後に実施した耐震補強の実績について 

 

耐震設計審査指針の改正後の耐震バックチェックに関連して実施した耐震補強（以下，「耐震 BCに

よる耐震補強」という。）について表 1-1に示す。 

なお，耐震 BCによる耐震補強のほかに，耐震補強を目的として実施した工事の実績はない。 

 

表 1-1 過去の耐震補強概要 

種別 内容 
評価への 

影響有無＊ 

配管 
サポート改造・撤去，サポート取替（容量変更），袈構補強，ラグ改造， 

拘束方向変更（38系統，約 1,340箇所） 
○ 

電路類 
ケーブルトレイのサポート改造（約 190箇所） × 

電線管のサポート改造（約 30箇所） × 

機器類 
原子炉建屋天井クレーンのラグ改造，ランウェイガーダの補強 × 

燃料取替機のトロリ等の補強，走行用転倒防止金具の構造変更 等 × 

＊：耐震安全性評価書に記載される評価結果に影響を及ぼす工事を○，評価結果に影響を及ぼさない

工事を×とする。 

 

表 1-1では評価への影響有とした配管の耐震補強工事のうち，耐震安全性評価を実施する範囲にお

いてサポート追設等を実施した箇所の内訳を表 1-2に示す。 

また，耐震補強実施箇所を図 1-1～1-11及び表 1-3～1-13に示す。 

 

表 1-2 配管耐震補強の実施箇所数 

系統 耐震 BCによる耐震補強の実施箇所数 

原子炉冷却材再循環系 19*1 

残留熱除去系 ９*2 

原子炉冷却材浄化系 ８*2 

主蒸気系 11*1 

給水系 １ 

非常用ガス処理系 ３*3 

＊１：低サイクル疲労が想定される評価対象配管のサポート追設等の実施箇所数を示す。 

＊２：原子炉冷却材再循環系の解析モデルに含まれる範囲におけるサポート追設等の実施箇所数を示

す。 

＊３：腐食（全面腐食）が想定される評価対象配管のサポート追設等の実施箇所数を示す。  
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図 1-1 耐震 BCによる耐震補強実施箇所【原子炉冷却材再循環系】 

 

表 1-3 耐震 BCによる耐震補強内容【原子炉冷却材再循環系】 

サポート番号 補強内容 

SNM-PLR-P001S サポート追設（400 kN） 

SNO-PLR-P004-1 サポート補強＊（容量アップ（160 kN→250 kN）） 

SNM-PLR-P005S サポート追設（160 kN） 

SNM-PLR-PE01 サポート補強（容量アップ（250 kN→400 kN）） 

SNM-PLR-PE02 サポート補強（容量アップ（250 kN→400 kN）） 

SNM-PLR-PE08 サポート補強（容量アップ（250 kN→600 kN）） 

SNM-PLR-PE10 サポート補強（容量アップ（400 kN→600 kN）） 

SNO-PLR-P007S サポート追設（160 kN） 

    ＊：サポート型式変更（メカニカルスナッバ→オイルスナッバ）含む 

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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図 1-2 耐震 BCによる耐震補強実施箇所【原子炉冷却材再循環系（残留熱除去系含む）】 

 

表 1-4 耐震 BCによる耐震補強内容【原子炉冷却材再循環系（残留熱除去系含む）】 

サポート番号 補強内容 

SNO-RHR-P011-2 サポート補強＊（容量アップ（30 kN→100 kN）） 

    ＊：サポート型式変更（メカニカルスナッバ→オイルスナッバ）含む 

 

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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図 1-3 耐震 BCによる耐震補強実施箇所【原子炉冷却材再循環系】 

 

表 1-5 耐震 BCによる耐震補強内容【原子炉冷却材再循環系】 

サポート番号 補強内容 

SNO-PLR-P017-1 サポート補強＊（容量アップ（160 kN→250 kN）） 

SNM-PLR-PE11 サポート補強（容量アップ（245.17 kN→400 kN）） 

SNM-PLR-PE12 サポート補強（容量アップ（245.17 kN→400 kN）） 

SNM-PLR-PE18 サポート補強（容量アップ（245.17 kN→600 kN）） 

SNM-PLR-PE20 サポート補強（容量アップ（245.17 kN→600 kN）） 

SNM-PLR-P002S サポート追設（400 kN） 

SNO-PLR-P004S サポート追設（160 kN） 

SNO-PLR-P006S サポート追設（160 kN） 

SNM-PLR-PE18A 撤去 

SNM-PLR-PE20A 撤去 

＊：サポート型式変更（メカニカルスナッバ→オイルスナッバ）含む 

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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図 1-4 耐震 BCによる耐震補強実施箇所【原子炉冷却材再循環系（残留熱除去系含む）】 

 

表 1-6 耐震 BCによる耐震補強内容【原子炉冷却材再循環系（残留熱除去系含む）】 

サポート番号 補強内容 

AN-RHR-RE505 サポート補強（構造変更） 

SNO-RHR-P013-1 サポート補強＊（容量アップ（29.4 kN→100 kN）） 

RE-RHR-P014 サポート補強（構造変更） 

RE-RHR-P018 サポート補強（構造変更） 

RE-RHR-PE01 サポート補強（構造変更） 

SNM-RHR-P001S サポート追設（100 kN） 

SNM-PLR-P003S サポート追設（100 kN） 

＊：サポート型式変更（メカニカルスナッバ→オイルスナッバ）含む 

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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図 1-5 耐震 BCによる耐震補強実施箇所【原子炉冷却材再循環系（残留熱除去系含む）】 

 

表 1-7 耐震 BCによる耐震補強内容【原子炉冷却材再循環系（残留熱除去系含む）】 

サポート番号 補強内容 

SNO-RHR-P019-1 サポート補強＊（容量アップ（29.4 kN→100 kN）） 

SNO-RHR-P019-2 サポート補強＊（容量アップ（58.8 kN→100 kN）） 

＊：サポート型式変更（メカニカルスナッバ→オイルスナッバ）含む 

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 



1-7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-6 耐震 BCによる耐震補強実施箇所【原子炉冷却材再循環系（原子炉冷却材浄化系含む）】 

 

表 1-8 耐震 BCによる耐震補強内容【原子炉冷却材再循環系（原子炉冷却材浄化系含む）】 

サポート番号 補強内容 

SNM-CUW-P002S サポート追設（10 kN） 

SNM-CUW-P028-3 サポート補強（容量アップ（5.88 kN→10 kN）） 

SNM-CUW-P004 サポート補強（容量アップ（10 kN→30 kN）） 

RE-CUW-P005 サポート補強（構造変更） 

RE-CUW-P007 サポート補強（構造変更） 

SNM-CUW-P008-2 サポート補強（容量アップ（5.88 kN→30 kN）） 

RE-CUW-P009 サポート補強（構造変更） 

RE-CUW-P010 サポート補強（構造変更） 

 

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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図 1-7 耐震 BCによる耐震補強実施箇所【主蒸気系】 

 

表 1-9 耐震 BCによる耐震補強内容【主蒸気系】 

サポート番号 補強内容 

SNM-MS-P001S サポート追設（160 kN） 

SNM-MS-P002S サポート追設（160 kN） 

RE-MS-P201-1 サポート補強（構造変更） 

RE-MS-P201-2 サポート補強（構造変更） 

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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図 1-8 耐震 BCによる耐震補強実施箇所【主蒸気系】 

 

表 1-10 耐震 BCによる耐震補強内容【主蒸気系】 

サポート番号 補強内容 

RE-MS-P010-1 サポート補強（構造変更） 

RE-MS-P020 サポート補強（構造変更） 

SNM-MS-P008 サポート補強（容量アップ（58.8 kN→100 kN）） 

SNO-MS-P009S サポート追設（100 kN） 

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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図 1-9 耐震 BCによる耐震補強実施箇所【主蒸気系】 

 

表 1-11 耐震 BCによる耐震補強内容【主蒸気系】 

サポート番号 補強内容 

RE-MS-P026 サポート補強（構造変更） 

RE-MS-P030 サポート補強（構造変更） 

SNO-MS-P010S サポート追設（100 kN） 

 

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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図 1-10 耐震 BCによる耐震補強実施箇所【給水系】 

 

表 1-12 耐震 BCによる耐震補強内容【給水系】 

サポート番号 補強内容 

SNO-FDW-P001-1 サポート補強＊（容量アップ（60 kN→160 kN）） 

＊：サポート型式変更（メカニカルスナッバ→オイルスナッバ）含む 

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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図 1-11 耐震 BCによる耐震補強実施箇所【非常用ガス処理系】 

 

表 1-13 耐震 BCによる耐震補強内容【非常用ガス処理系】 

サポート番号 補強内容 

RE-SGTS-Y001 サポート補強（構造変更） 

RE-SGTS-Y004 サポート補強（構造変更） 

RE-SGTS-Y001S サポート追設 

 

以 上 

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 



 

2-1 

別紙２ 炭素鋼配管の腐食（流れ加速型腐食）について耐震性への影響を軽微とした理由 

 

炭素鋼配管の腐食（流れ加速型腐食〔FAC〕）（以下，「炭素鋼配管の FAC」という。）については，高

経年化技術評価においては高経年化対策上着目すべき劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象）と

して抽出されているが，以下の理由により，機器の振動応答特性又は構造・強度への影響が「軽微も

しくは無視」できるものと判断した。 

 

1. 炭素鋼配管の FACの耐震性への影響評価対象について 

  炭素鋼配管の FACによる耐震性への影響を検討するため，その評価対象を以下のとおり選定した。 

 

1.1 炭素鋼配管の FACの耐震性への影響を検討する範囲の抽出 

炭素鋼配管の FAC の耐震性への影響を検討する評価対象の選定として，炭素鋼配管で経年劣

化事象として FAC が想定される高経年化技術評価対象の中から，劣化メカニズムまとめ表に基

づく内部流体を踏まえて，日本機械学会「発電用原子力設備規格 沸騰水型原子力発電所 配管減

肉管理に関する技術規格 JSME S NH1-2006」（以下，「配管減肉管理規格」という。）において管

理ランクが FAC-2又は FAC-Sとされる箇所を含む系統を抽出した。 

この結果，各系統において炭素鋼配管の FAC の耐震性への影響を検討する範囲は添付－１の

とおりであり，この範囲の管理ランク及び設置位置について表 2-1に示す。 

 

表 2-1 評価対象となる炭素鋼配管 

評価対象 管理ランク 設置位置 

炭素鋼配管 

純水 給水系 
FAC-1 原子炉格納容器内 

FAC-S 原子炉格納容器外 

蒸気 主蒸気系 
FAC-1 原子炉格納容器内 

FAC-2 原子炉格納容器内 

 

1.2 炭素鋼配管の FACの耐震性への影響を評価する対象モデルの選定 

炭素鋼配管の FAC の耐震性への影響を検討するため，前項で抽出した評価対象範囲の中から

代表として詳細な評価を行う対象モデル（以下，「評価対象モデル」という。）を選定した。 

評価対象モデルには，配管減肉管理の実績において最も余寿命が短い部位を含む耐震解析モデ

ルを選定した。この結果，給水系については管理ランクが FAC-1となる原子炉格納容器内の耐震

解析モデル，主蒸気系については管理ランクが FAC-2となる原子炉格納容器内の耐震解析モデル

を評価対象モデルとして選定した。 

選定した評価対象モデルのアイソメ図及び余寿命が最も短い部位を添付－２及び添付－３に

示す。また，選定した評価対象モデルについて表 2-2に示す。 
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表 2-2 評価対象モデル 

評価対象 管理ランク 評価対象モデル 備考 

炭素鋼配管 
給水系 FAC-1 FDW-PD-1 原子炉格納容器内 

主蒸気系 FAC-2 MS-PD-8 原子炉格納容器内 

 

2. 耐震性への影響評価内容について 

前項で選定した評価対象モデルについて，減肉を考慮し，固有周期，発生応力及び疲れ累積係数

を評価した。 

 

 2.1 評価条件 

1.にて選定した評価対象モデルについて，以下の評価条件にて評価を実施した。 

 

適用地震動：基準地震動 Ss（Ss-1，Ss-2，Ss-3），弾性設計用地震動 Sd 

地震等価繰返し回数：   回 

配管減衰：JEAC4601による 

評価用肉厚：評価時点における想定肉厚※ 

※：減肉は冷温停止維持状態において進行しないものとし，運転開始後 40年時点の評価とし

て評価時点（2021年７月 30日）での想定肉厚としている。 

各評価対象モデルについて，配管減肉管理対象部位はこれまでの配管減肉管理結果に基

づき算出した減肉率から算出される肉厚を適用した。また，その他の部位については各使

用材料の公称肉厚を適用した。配管減肉管理対象部位において適用した想定肉厚を添付

－４及び添付－５，評価対象モデルの肉厚の設定方法を添付－６に示す。 

 

2.2 固有周期の評価結果 

評価対象モデルについて，固有周期解析を実施した結果を表 2-3に示す。 

 

表 2-3 固有周期解析結果 

評価対象 条件 固有周期（秒） 

炭素鋼配管 

給水系 
減肉前 0.073 

減肉後 0.074 

主蒸気系 
減肉前 0.172 

減肉後 0.173 

 

2.3 発生応力，疲れ累積係数の評価結果 

評価対象モデルについて，地震時の発生応力及び疲れ累積係数の評価結果を表 2-4に示す。ま

た，参考として主蒸気系に対し必要最小肉厚で評価した結果についても表 2-4に示す。 

 

 

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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表 2-4 発生応力・疲れ累積係数の評価結果 

系統分類 機器クラス 地震波 供用状態 

一次応力（最大値） 一次＋二次応力（最大値） 疲れ累積係数（最大値） 

評価点 
発生応力 

（MPa） 

許容応力 

（MPa） 
評価点 

発生応力 

（MPa） 

許容応力 

（MPa） 
評価点 U 

USs 

USd 

U+USs 

U+USd 

給水系 

クラス１ 

Ss-1 Ds 22 164 374 22 258 375 22 0.0190 0.0028 0.0218 

Ss-2 Ds 22 144 374 22 186 375 34 0.0215 0.0000 0.0215 

Ss-3 Ds 22 142 374 22 181 375 34 0.0215 0.0000 0.0215 

Sd Cs 22 137 281 22 152 375 34 0.0215 0.0000 0.0215 

クラス２ 

Ss-1 Ds 1A 114 380 1A 71 418 － － － － 

Ss-2 Ds 1A 107 380 1A 57 418 － － － － 

Ss-3 Ds 1A 110 380 1A 62 418 － － － － 

Sd Cs 1A 107 209 1A 57 418 － － － － 

主蒸気系 

クラス１ 

Ss-1 Ds 
33 

（33） 

128 

（503） 

364 

（364） 
33 335 366 13 0.0956 0.0022 0.0978 

Ss-2 Ds 
33 

（33） 

141 

（497） 

364 

（364） 
33 369 366 13 0.0956 0.0006 0.0962 

Ss-3 Ds 
33 

（33） 

184 

（514） 

364 

（364） 
33 512 366 33 0.0472 0.1227 0.1699 

Sd Cs 33 107 274 33 256 366 13 0.0956 0.0005 0.0961 

クラス２ 

Ss-1 Ds 
83 

（83G） 

79 

（255） 

363 

（363） 
107N 143 364 － － － － 

Ss-2 Ds 
83 

（83G） 

87 

（257） 

363 

（363） 
83 140 364 － － － － 

Ss-3 Ds 
83 

（83G） 

114 

（266） 

363 

（363） 
83 193 364 － － － － 

Sd Cs 83 66 182 107N 119 364 － － － － 

注記：（ ）内は必要最小肉厚での評価結果 
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3. 耐震性への影響について 

2.の評価結果より，減肉前後で固有周期にほとんど変化はなく，また，発生応力又は疲れ累積係

数の評価においても許容値を下回ることから，耐震性への影響は軽微であると判断した。 

 

以 上 
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  炭素鋼配管（給水系）の系統概要及び評価対象 
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炭素鋼配管（主蒸気系）の系統概要及び評価対象 

：評価対象（炭素鋼）FAC-1 

：評価対象（炭素鋼）FAC-2 

出典：第２回工事計画認可申請 

   第 6-1-1図 

原子炉格納容器外

外 

原子炉格納容器内
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枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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評価対象モデルの肉厚の設定方法について 

 

 評価対象ラインの炭素鋼配管について，これまでの配管減肉管理結果を踏まえ，減肉を考慮した

配管解析モデルを用いて耐震性への影響評価を実施した。減肉の考慮として，配管減肉管理対象部

位については配管減肉管理結果から算出した減肉率を用いて想定肉厚を算出し，配管減肉管理対象

部位以外については公称肉厚により，評価対象モデルを設定した。以下に，具体的な設定方法を示

す。 

 

1. 想定肉厚の算出について 

1.1 減肉率の算出方法 

    減肉率の算出式を以下に示す。 

 

    ①初回測定時 

     減肉率＝（公称肉厚－初回測定値）／据付時から初回測定時までの運転時間 

 

    ②２回目測定時 

     減肉率＝（初回測定値－２回目測定値） 

／初回測定時から２回目測定時までの運転時間 

 

    ③３回目測定時以降 

     最小自乗法により求めた減肉率 

 

1.2 想定肉厚の算出方法 

    想定肉厚の算出式を以下に示す。なお，過去に測定実績がない箇所においては，代表箇所で

の測定実績による減肉率を使用した。 

 

    ①測定実績なし 

     想定肉厚＝公称肉厚－評価時点までの運転時間×減肉率 

 

    ②測定実績あり 

     想定肉厚＝測定最小肉厚－（評価時点までの運転時間－測定時の運転時間）×減肉率 

 

1.3 想定肉厚の算出結果 

    想定肉厚の算出結果を表 1，表 2に示す。 

  

添付－６ 
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表 1 炭素鋼配管（給水系）の想定肉厚 

         

 

 

 

 

 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

  

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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表 2 炭素鋼配管（主蒸気系）の想定肉厚（１／２） 

         

 

 

 

 

 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

 

 

 

 

 

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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表 2 炭素鋼配管（主蒸気系）の想定肉厚（２／２） 

         

 

 

 

 

 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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2. 肉厚の設定範囲について 

 2.1 配管減肉管理対象 

    配管減肉管理対象部位に対して 1.で算出した想定肉厚を全周一様に設定した。想定肉厚を反

映した下流配管長手方向の範囲は，配管減肉管理規格に定める試験範囲（下流側直管部測定長

さ）に対して設定しており，その範囲について表 3に示す。 

 

表 3 想定肉厚を反映した下流配管長手方向範囲 

配管口径 偏流発生部位 
想定肉厚を反映した 

下流配管長手方向長さ 

50A以下 

オリフィス，流量計 

300 mm 弁 

その他の偏流発生部位＊ 

65A～125A 

オリフィス，流量計 300 mmまたは配管口径の３倍の広い範囲 

弁 
300 mm 

その他の偏流発生部位＊ 

150A以上 

オリフィス，流量計 500 mmまたは配管口径の３倍の広い範囲 

弁 500 mmまたは配管口径の１倍の広い範囲 

その他の偏流発生部位＊ 500 mm 

＊：エルボ，曲管，Ｔ管，レジューサ等 

 

 2.2 配管減肉管理対象外 

2.1項以外の範囲については各使用材料の公称厚さにより肉厚を設定した。 

 

以 上 
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別紙３ 耐震安全性評価において現行の JEAG4601以外を適用したケースについて 

 

以下については，現行の JEAG4601 ではなく，日本電気協会「原子力発電所耐震設計技術規程

JEAC4601-2008」に定められた設計用減衰定数を適用した評価を実施している。 

 

1. 配管関連の評価 

配管関連の動的地震動による評価においては，JEAC4601-2008で定められた設計用減衰定数の値

を採用している。 

評価を実施した配管の対象系統及び設計用減衰定数を表 3-1に示す。 

 

表 3-1 配管関連の動的地震動による評価に適用した設計用減衰定数 

対象系統 設計用減衰定数（％） 

原子炉冷却材再循環系 2.5 

主蒸気系 2.0，3.0 

原子炉冷却材浄化系 2.5 

給水系 3.0 

 

 

以 上 
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別紙４ 劣化想定期間の説明において示す経年劣化事象について 

 

本資料の本文（P.7）並びに耐震安全性評価書（P.7）における劣化想定期間の説明で示す経年劣化

事象は，以下の考え方に基づき設定している。 

 

・技術評価において想定された，すべての高経年化対策上着目すべき経年劣化事象若しくは高経年

化対策上着目すべき経年劣化事象でない事象（日常劣化管理事象）のうち，振動応答特性上，又

は構造・強度上「軽微もしくは無視」できない事象である「耐震安全上考慮する必要のある経年

劣化事象」として抽出されたもの（本資料の本文〔P.6〕における◎事象）。 

 

なお，耐震安全性評価書では上記の経年劣化事象のみを示していることから，技術評価における劣

化想定期間の説明（本冊 P.22）で示す経年劣化事象とは一致しないため，考え方を表 4-1に示す。 

 

表 4-1 経年劣化事象と記載要否の考え方 

経年劣化事象 記載要否 
考え方 

（耐震安全性評価書における記載要否） 

２相ステンレス鋼の 
熱時効 

不要 
耐震安全性評価書において，振動応答特性上，又
は構造・強度上「軽微もしくは無視」できる事象
（■事象）としており記載は不要。 

照射誘起型 
応力腐食割れ 

不要 

耐震安全性評価書において，高経年化対策上着
目すべき経年劣化事象であるが，現在発生して
おらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小
さいもの（×事象）としており記載は不要。 

中性子照射による 
靭性低下 

要 
耐震安全性評価書の本文（表４）において，耐震
安全上考慮する必要のある経年劣化事象（◎事
象）としており記載が必要。 

 

以 上 
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別紙５ 能登半島地震（2007年３月 25日）による影響について 

 

1. はじめに 

能登半島地震を踏まえた志賀原子力発電所の耐震安全性確認として，2007年４月 19日及び６月１日

に志賀原子力発電所内の安全上重要な主な施設に対する耐震健全性の確認結果を国に報告した。※1※2 

本別紙では，当時の報告内容を再構成し，志賀原子力発電所１号炉における主要な設備に対して耐震

健全性の確認結果を示す。 

 

※１：「能登半島地震を踏まえた志賀原子力発電所の耐震安全性確認について（報告）」（2007 年４

月 19日） 

※２：「能登半島地震を踏まえた志賀原子力発電所の耐震安全性確認について（追加報告）」（2007年

６月１日） 

 

2. 能登半島地震による耐震健全性確認結果（当時の報告内容） 

2007年３月 25日に発生した能登半島地震により，志賀原子力発電所１号炉は，地震加速度を検出す

る計器が正常に動作し，原子炉自動停止信号が発信されたが，原子炉が停止中で全制御棒は全挿入状態

を維持していた。この時の基礎版上での観測記録とスクラム設定値の関係を表 5-1に示す。 

 

表 5-1 基礎版上での観測記録とスクラム設定値の関係 

方向 観測記録（Gal） スクラム設定値（Gal） 

水平 
ＮＳ 160 

190 
ＥＷ 246 

鉛直＊ 181 165 

＊：鉛直方向の観測記録については，※１及び※２に記載なし。 

 

また，解放基盤表面での地震動を算定したところ，この地震動による応答スペクトルは長周期側の一

部の周期帯において基準地震動Ｓ２の床応答スペクトルを超えている部分があった。この地震による応

答スペクトルが基準地震動Ｓ２の床応答スペクトルを上回る周期帯には，安全上重要な施設がないこと

を確認した（図 5-1参照）。 

志賀原子力発電所１号炉の安全上重要な施設（Ａ・ＡSクラス）のうち主要な設備に対する耐震安全

性について，剛な設備（固有周期が 0.05 秒以下）は，観測記録による最大加速度が設計時に考慮した

加速度を下回ることを確認し，柔な設備（固有周期が 0.05秒を超える）は，発生した応力が基準地震

動Ｓ1に対する許容値以下であり，弾性範囲に十分に収まっていることを確認した（耐震健全性の確認

結果は表 5-2参照）。 

 

 

 

 

 



5-2 

表 5-2 志賀原子力発電所１号炉の安全上重要な施設のうち主要な設備に対する 

耐震健全性の確認結果 

設備種別 
主要な設備が 

設置された建屋 
耐震健全性確認結果 備考 

剛な設備 

原子炉建屋 
・観測記録による最大加速度が，これらの

設備の設計時に考慮した加速度（静的震

度 3.6Ciから求まる加速度）を下回るこ

とを確認した。 

図 5-2参照 

海水熱交換器建屋 表 5-4参照 

柔な設備 

原子炉建屋 
・今回の観測記録を用いた地震応答解析結

果に基づき発生する応力を求め，発生し

た応力が基準地震動Ｓ１に対する許容値

（許容応力状態ⅢＡＳ）以下であり，弾性

範囲に十分に収まっていることを確認

した。 

表 5-3参照 

タービン建屋 表 5-5参照 

海水熱交換器建屋 表 5-6参照 

 

 
図 5-1 観測された地震動と基準地震動の比較（報告書抜粋（一部加工）） 

 

能登半島地震による応答スペクト

ルが基準地震動Ｓ２の床応答スペ

クトルを上回る周期帯 

⇒この周期帯には安全上重要な

施設はない。 

志賀１号炉 

志賀１号炉基準地震動Ｓ１ 

志賀１号炉基準地震動Ｓ２ 
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図 5-2 志賀原子力発電所１号炉原子炉建屋内の剛な設備に対する 

耐震健全性確認結果（報告書抜粋） 
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表 5-3 志賀原子力発電所１号炉原子炉建屋内の柔な設備に対する 

耐震健全性確認結果（報告書抜粋） 

 
 

 

表 5-4 志賀原子力発電所１号炉海水熱交換器建屋内の剛な設備に対する 

耐震健全性確認結果（報告書抜粋） 

 
 

 

表 5-5 志賀原子力発電所１号炉タービン建屋内の柔な設備に対する 

耐震健全性確認結果（報告書抜粋） 
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表 5-6 志賀原子力発電所１号炉海水熱交換器建屋内の柔な設備に対する 

耐震健全性確認結果（報告書抜粋） 

 
 

以 上 



6-1 

別紙６ 低サイクル疲労割れに対する耐震安全性評価結果について 

 

1.  運転実績回数に基づく疲れ累積係数 

(1) 過渡回数 

原子炉冷却材浄化系（純水部）配管の運転実績回数に基づく疲労評価に用いた運転開始後 40年

時点の過渡回数を表 6-1に示す。 

 

表 6-1 原子炉冷却材浄化系（純水部）配管における過渡回数 

運 転 条 件 合計 

① ボルト締付け 15 

② 耐圧試験（最高使用圧力以下） 20 

③ 起動（昇温） 32 

④ 起動（タービン起動） 30 

⑤ 夜間低出力運転（出力 75 ％） ０ 

⑥ 週末低出力運転（出力 50 ％） １ 

⑦ 制御棒パターン変更 61 

⑧ 給水加熱機能喪失（発電機負荷遮断） ７ 

⑨ 給水加熱機能喪失（給水加熱機能部分喪失） ０ 

⑩ スクラム（タービントリップ） ２ 

⑪ スクラム（その他のスクラム） ５ 

⑫ 定格出力運転 21 

⑬ 停止（タービン停止） 30 

⑭ 停止（高温待機） 31 

⑮ 停止（冷却） 31 

⑯ 停止（容器満水） 31 

⑰ 停止（満水後冷却） 31 

⑱ ボルト取外し 15 

⑲ 燃料交換 22 

⑳ スクラム（原子炉給水ポンプ停止） ０ 

㉑ スクラム（逃がし安全弁誤作動） ０ 

 

(2) 解析モデル 

原子炉冷却材浄化系（純水部）配管の疲れ累積係数の算出に用いた解析モデル（３次元はりモ

デル）を図 6-1に示す。解析コードは HISAPを使用した。 
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(3) 解析結果 

原子炉冷却材浄化系（純水部）配管の運転実績回数に基づく疲れ累積係数の最大評価値は

0.0220となる。 

なお，解析コードを使用した原子炉冷却材浄化系（純水部）配管の疲れ累積係数の最大評価点

の算出結果を表 6-2に，また，その解析モデルにおける全評価点の疲れ累積係数を表 6-3にそれ

ぞれ示す。 
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図 6-1 原子炉冷却材浄化系（純水部）配管の疲労解析モデル 
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表 6-3 原子炉冷却材浄化系（純水部）配管の運転実績回数に基づく疲れ累積係数（全評価点） 
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2. 基準地震動 Ssにおける疲れ累積係数 

(1) 評価仕様 

原子炉冷却材浄化系（純水部）配管の配管仕様を表 6-4に示す。 

 

表 6-4 原子炉冷却材浄化系（純水部）配管の配管仕様 

項目 単位 

評価対象配管 

PLR-PD-2ライン（PCV内） 

評価点 354 

（G31-F030入口） 

配管口径 DO mm  

配管肉厚 ｔ mm  

材質 -  

縦弾性係数 MPa  

最高使用圧力 MPa  

最高使用温度 ℃  

設計応力強さ（Sm） MPa  

＊１：設計・建設規格 付録図表 Part6 表１の値を最高使用温度の値に線形補間したもの 

＊２：設計・建設規格 付録図表 Part5 表１の値を最高使用温度の値に線形補間したもの 

 

(2) 解析モデル 

発生応力の算出には，「1.運転実績回数に基づく疲れ累積係数」の算出に用いたものと同一のモ

デル（３次元はりモデル）を用いた。 

 

(3) 入力条件 

耐震評価を行うにあたり使用する地震動は，基準地震動 Ss を用いて原子炉建屋床レベルの地

震応答解析結果に基づき作成された床応答曲線にて評価を行った。 

また，基準地震動 Ssにおける等価繰返し数は，一律に設定する等価繰返し数として設定される

220回を用いた。 

地震応答解析により算出した原子炉冷却材浄化系（純水部）配管の荷重条件を表 6-5 に示す。 

 

表 6-5 原子炉冷却材浄化系（純水部）配管の荷重条件 

荷重 
モーメント（N･㎜） 

Mx My Mz 

自重及び地震 Ss    

地震及び相対変位 Ss    

 

3. 評価結果 

(1) 応力の解析結果 

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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地震時に生じる応力の解析結果を表 6-6に示す。 

 

表 6-6 地震時に生じる応力の解析結果 

地震波 

一次応力(Ｓ)（MPa） 
一次＋二次応力

（Sn）（MPa） 

圧力 
自重及び

地震 
合計 許容値 ねじり 許容値 

地震及び

相対変位 
許容値 

Ss         

 

(2) 地震による疲労評価結果 

基準地震動 Ss による一次＋二次＋ピーク応力と繰返しピーク応力強さは，次式により算出さ

れる。 

a. 繰返しピーク応力強さSlの算出 

疲労評価に用いる繰返しピーク応力強さを，次式により求める。 

Sl＝
Sp
2
 

 

b. 補正繰返しピーク応力強さ（ヤング率補正前）Sl’の算出 

設計・建設規格 添付 4-2に示す設計疲労線図に使用されている縦弾性係数E0と，解析に用い

る縦弾性係数Ｅとの比を考慮し，Slを次式で補正する。 

 

Sl’＝Sl×
E0
E
 

E0＝1.95×105 MPa（設計・建設規格 添付 4-2 に示された縦弾性係数） 

E  ＝1.76×105 MPa（運転温度に対する縦弾性係数） 

 

c. 許容繰返し回数Naの算出 

Sl’に対応する許容繰返し回数Naは，設計・建設規格 表 添付 4-2-2 に示されるオーステナ

イト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金の設計疲労線図のデジタル値とし，間の繰返し数は次

式により求める。 

 

Na＝N2×(
N1
N2

)

log
S2

Sl'
⁄

log
S2

S1
⁄

 

d. 疲れ累積係数の算出 

地震による疲れ累積係数は，次式により求める。 

 

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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U＝
NC
Na
 

 

以上より，基準地震動 Ssによる疲れ累積係数を表 6-7に，また，その解析モデルにおける全評

価点の疲れ累積係数を表 6-8にそれぞれ示す。 

 

表 6-7 基準地震動 Ssによる疲れ累積係数 

評価点 
地震による一次＋二次

＋ピーク応力（MPa） 

繰返しピーク応力強さ

（MPa） 

疲れ累積係数 

（基準地震動 Ss） 

354 558 313 0.0372 
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表 6-8 原子炉冷却材浄化系（純水部）配管（解析モデル PLR-PD-2）の基準地震動 Ssによる疲れ累積係数（全評価点） 
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4. 運転実績回数に基づく疲れ累積係数との組合せによる評価結果 

地震動による疲れ累積係数が最大となる評価点及び運転実績回数に基づく疲れ累積係数が最大

となる評価点について，運転実績回数に基づく疲れ累積係数を加えた結果を表 6-9に示す。 

その結果，疲れ累積係数が許容値１を下回ることから，原子炉冷却材浄化系（純水部）配管の低

サイクル疲労は，耐震安全性評価上問題ない。 

 

表 6-9 運転実績回数に基づく疲れ累積係数と地震動による疲れ累積係数との組合せによる評価結果 

評価対象 評価点 

運転実績回数に基づ

く疲れ累積係数 

（環境を考慮） 

地震動による 

疲れ累積係数 

（基準地震動 Ss＊1） 

合計 

（許容値１以下） 

原子炉冷却材浄化系

（純水部）配管 

354*2 0.8433 0.0372 0.8805 

365*3 0.9663 0.0026 0.9689 

＊１：一般的に S-N曲線の傾向から，繰返しピーク応力強さσが小さくなると許容繰返し回数Ｎが

大きくなるため，弾性設計用地震動 Sd（＝Ss-1×0.79）の許容繰返し回数は，Ss-1よりも大

きくなる。また，Sd の時刻歴波形は Ss-1 と類似と考えられるため，地震時繰返し回数はほ

ぼ同じと推測できる。これにより，Ss-1による疲労評価を満足すれば，Sdの疲労評価を省略

できる。 

＊２：地震動による疲れ累積係数が最大となる評価点 

＊３：運転実績回数に基づく疲れ累積係数が最大となる評価点 

 

5. 基準地震動 Ssに基づく等価繰り返し回数 

本評価に適用している基準地震動 Ss（以下，「Ss波」という。）に基づく，疲労解析に用いる等価

繰返し回数を以下に示す。なお代表機器以外についても同様の等価繰返し回数を使用している。 

(1) 解析条件 

a. 地震 

水平方向及び鉛直方向ともに，Ss-1，Ss-2，Ss-3の 3波とする。 

 

b. 設計疲労線図 

設計・建設規格 添付 4-2 設計疲労線図「図 添付 4-2-1」の設計疲労線図を用いて評価する

ものとする。 

 

c. 最大ピーク応力 

安全側を考慮し，地震荷重による最大ピーク応力は            （片振幅）と

する。 

 

 

 

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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d. 評価点及び評価方法 

評価点を下記(a)～(h)に示す。図 6-2，6-3 及び 6-4 に示す大型機器連成系解析モデルを用

い，地震応答解析により得られる下記の点の応答を用いて評価を行う。なお，鉛直方向の評価

点は，水平方向の質点に対応する質点を用いることとする。 

 

(a) 原子炉格納容器 EL 23.825 m 

(b) 原子炉格納容器 EL 17.380 m 

(c) 原子炉格納容器 EL 12.400 m 

(d) 原子炉格納容器 EL  7.680 m 

(e) 原子炉遮へい壁 EL 19.300 m 

(f) 原子炉遮へい壁 EL 16.000 m 

(g) 原子炉圧力容器 EL 28.041 m（主蒸気配管 RPV貫通部） 

(h) 原子炉圧力容器 EL 11.829 m（RPV下端） 

 

なお，(a)及び(h)の各評価点については，各質点の応答加速度（水平，鉛直）より求めた１

質点系の応答に対する繰返し回数を求めた。 

 

(2) 評価結果 

各評価点について，時刻歴波形に対する繰返し回数及び１質点系の応答に対する繰返し回数

をまとめた結果を表 6-10に示す。 

 

(3) 評価用地震応力の繰返し回数 

繰返し回数は，評価ケース毎（地震動，評価点及び減衰毎）に得られた水平方向（NS，EWの最

大値）と鉛直方向の繰返し回数を SRSS 法により合成し，合成された回数の最大値に基づき設定

するものとし，対象機器，配管等の固有周期，材料等に無関係に一律な値とする。 

表 6-10より，SRSS法により合成された繰返し回数の最大値は   であり，Ss波に基づく疲

労解析に用いる地震応力の繰返し回数を下記のように定める。 

Ss波評価用地震応力繰返し回数：    

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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図 6-2 大型機器連成系解析モデル（NS方向） 

 

 

図 6-3 大型機器連成系解析モデル（EW方向） 

 

 

 

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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図 6-4 大型機器連成系解析モデル（鉛直方向） 

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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表 6-10 地震応力の繰返し回数評価結果 

地震動 Ss-1 Ss-2 Ss-3 
水平方向 

最大回数 
Ss-1 Ss-2 Ss-3 

鉛直方向 

最大回数 

SRSS＊ 

最大回数 
方向 

NS EW NS EW NS EW 
標高 減衰 

 
             

             

 
             

             

 
             

             

 
             

             

 
             

             

 
             

             

 
             

             

 
             

             

＊：√(水平方向回数)
2
＋(鉛直方向回数)

2
 

以 上 

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 



7-1 

別紙７ 原子炉圧力容器の中性子照射脆化に対する耐震安全性評価結果について 

 

原子炉圧力容器の中性子照射脆化を考慮した耐震安全性評価の具体的内容を以下に示す。 

 

1. 炉心領域胴の圧力－温度制限曲線（P-T線図）の算出根拠 

炉心領域の円筒胴に対して，評価時点（2021年７月 30日）の関連温度を算出したうえで，JEAC4206 

FB-4100 に従い P-T 線図を作成している。P-T 線図は，中性子照射脆化における最低使用温度の設

定において，厳しい評価となった母材に対して作成しており，その算出根拠を以下に示す。 

 

(1) 材料データ 

a. 円筒胴（炉心領域の材料） 

(a) 胴板３／４（炉心領域）の RTNDT初期値：－40 ℃  

(b) 評価時点（2021年７月 30日）でのΔRTNDT予測値：27 ℃ 

 

b. 胴板フランジ（ボルト締付荷重が作用する部分の材料） 

RTNDT初期値：－34 ℃（監視試験報告書の初期値（胴板１／胴板フランジ）） 

 

(2) 寸法 

a. 円筒胴内径 Di：      ㎜ 

b. 円筒胴の最小板厚ｔ：    mm 

 

(3) 仮想欠陥及び荷重の想定 

a. 欠陥方向：軸方向／周方向の２ケース 

b. 荷重：地震荷重あり／なしの２ケース 

c. 欠陥寸法：深さ a＝ｔ／４，長さ ℓ＝1.5ｔ 

 

(4) 応力値 

a. 円筒胴の応力計算条件（計算には，外面腐食代 0.8 mmを考慮した寸法を用いる） 

(a) 円筒胴の板厚 Ｔ＝t－0.8＝      mm 

(b) 円筒胴の内半径 Ri＝Di/2＝      mm 

(c) 円筒胴の外半径 Ro＝Ri＋T＝        mm 

(d) 円筒胴の断面積 Ａ＝π(Ro2－Ri2)＝    ×106 mm2 

(e) 円筒胴の断面係数 Zo＝π/4×(Ro4－Ri4)/Ro＝     ×109 mm3 

 

b. 円筒胴の最高使用圧力（Pd＝8.62 MPa）に対する応力 

(a) 周方向応力σt1m＝Pd×Ri/T＝    MPa(一次膜応力) 

(b) 軸方向応力σℓlm＝Pd×Ri2/(Ro2－Ri2)＝   MPa(一次膜応力) 

(c) 周方向応力σt2b＝Pd×(1＋(Ro/Ri)2/((Ro/Ri)2－1)－σt1m＝   MPa(二次曲げ応力) 

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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c. 円筒胴の供用状態Ａ，Ｂ＋地震荷重による応力 

(a) 鉛直荷重Ｖ＝        kN（供用状態Ａ，Ｂ）＋      kN（地震荷重 Ss） 

        ＝      kN（引張り方向を正） 

(b) モーメントＭ＝       kN･m（保守的にスカート下端での荷重を使用） 

(c) 軸方向応力σℓ1mS＝V/A＋M/Zo＝   MPa（一次膜応力） 

 

(5) KIT（円筒胴の板厚方向の温度勾配による応力拡大係数） 

KITは，JEAC4206附属書Ｆ-3100(3)項より示される以下式により求められる。 

 KIT＝Mt×ΔTw＝    ×  ＝     MPa√m 

ここで， 

 Mt：JEAC4206附属書図Ｆ-3100-2で与えられる係数 

     （円筒胴板厚    ㎜に対して     ） 

 ΔTw：炉心領域における板厚方向の温度差の最大値 

（図 7-1 円筒胴の温度分布解析結果による） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-1 円筒胴の温度分布解析結果 

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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(6) 円筒胴の破壊力学的手法による P-T線図 

円筒胴に対して仮想欠陥の方向及び地震荷重の有無により，以下４ケースを想定する。 

  ケース１：軸方向欠陥＋地震荷重なし（内圧＋熱応力のみ） 

  ケース２：軸方向欠陥＋地震荷重あり（内圧＋熱応力＋地震荷重） 

  ケース３：周方向欠陥＋地震荷重なし（内圧＋熱応力のみ） 

  ケース４：周方向欠陥＋地震荷重あり（内圧＋熱応力＋地震荷重） 

これらの想定したケースを，JEAC4206附属書Ａの破壊力学的手法により評価する。 

具体的には，以下のとおり内圧による応力，供用状態Ａ，Ｂ＋地震荷重による応力及び熱応力

より KI，KIT及び要求温度を算出したうえで P-T線図を作成している。 

 

a. 内圧による応力 

ケース１及びケース２については最高使用圧力に対する円周方向応力 σtlm 及び σt2b を，ケ

ース３及びケース４については供用状態Ａ，Ｂの軸方向応力 σℓlm を圧力値の比率で補正する。 

ケース１及びケース２： 

 応力拡大係数：KI＝Sf×（σtlm×P/8.62×Mm）＋（σt2b×P/8.62×Mb） 

ケース３及びケース４： 

 応力拡大係数：KI＝Sf×（σℓlm×P/8.62×Mm） 

 

b. 地震荷重による応力 

ケース４については，供用状態Ａ，Ｂ＋地震荷重による軸方向応力 σℓ1mSによる KIを考慮す

る。 

なお，ケース２については，地震荷重による応力は軸方向応力であることから軸方向欠陥へ

の影響はなく，ケース１と同一の結果となる。 

 

c. 熱応力 

(5)に示すとおり，図 7-1の温度分布解析結果から，最大温度差による KITを一律に考慮する。 

 

d. T-RTNDT 

T-RTNDTの算出は，JEAC4206附属書Ａ-3212(4)式による。 

 KIR＝29.43＋1.344exp[0.0261(T-RTNDT+88.9)] 

ここで，関連温度の要求値を計算するため，T-RTNDTについての式に変形する。 

 T-RTNDT＝1/0.0261×ln((KIR-29.43)/1.344)-88.9 

関連温度の要求値は，KIが KICを超えないとして以下式より求める。 

 T-RTNDT≧1/0.0261×ln((KI-29.43)/1.344)-88.9 

 

e. 圧力・温度制限の要求温度Ｔ 

P-T線図は，JEAC4206表 FB-4100-1に従い，「圧力・温度制限の要求」と「最低温度要求」に

より設定される。圧力・温度制限の要求温度Ｔの算出に当たっては関連温度 RTNDT とともに，

JEAC4206表 FB-4100-1に規定される炉心が臨界の場合のマージン 22 ℃を加える。 
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(7) 最低温度要求の制限 

P-T 線図は，JEAC4206 表 FB-4100-1 に従い，「圧力・温度制限の要求」と「最低温度要求」に

より設定される。このうち，最低温度要求の制限を設定するにあたり，JEAC4206表 FB-4100-1に

基づく最低温度要求の結果を表 7-1に示す。表 7-1より供用状態Ａ及びＢの場合には，以下の制

限が設定される。 

 

a. －１ ℃の制限 

供用前の水圧試験圧力の 20 ％以下の圧力であり，炉心が臨界の場合（沸騰水型原子炉圧力

容器で通常水位内での運転がなされる場合）に対する制限である。 

 

b. 55 ℃の制限 

供用前の水圧試験圧力の 20 ％を超える圧力であり，炉心が臨界の場合に対する制限である。 

なお，耐圧・漏えい試験の場合には，－１ ℃の制限とともに，供用前の水圧試験圧力の 20 ％

を超える圧力であり，燃料装荷後の場合に対する 16 ℃の制限が設定される。 
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表 7-1 最低温度要求の結果 

供用状態 
原子炉圧力

容器の圧力 
最低温度要求 

耐圧・漏えい 

試験(未臨界) 

燃料装荷後 ≦20 ％ 
ボルト締付荷重が作用する部分

の材料の最も高い RTNDT ＋33 ℃ 
－34＋33＝－1 ℃ 

燃料装荷後 ＞20 ％ 

(ボルト締付荷重が作用する部分

の材料の最も高い RTNDT ＋50 ℃)

と(ボルト締付荷重が作用しない

部分の最も高い RTNDT)の高い方 

－34＋50＝16 ℃と

－13 ℃の高い方 

燃料装荷前 すべて 
圧 力 容 器 材 料 の 最 も 高 い 

RTNDT＋33 ℃ 
－29＋33＝4 ℃ 

供用状態Ａ及

びＢ(耐圧・漏

えい試験を除

く) 

炉心が未臨

界 
≦20 ％ 

ボルト締付荷重が作用する部分

の材料の最も高い RTNDT ＋33 ℃ 
－34＋33＝－1 ℃ 

炉心が未臨

界 
＞20 ％ 

(ボルト締付荷重が作用する部分

の材料の最も高い RTNDT ＋67 ℃)

と(ボルト締付荷重が作用しない

部分の最も高い RTNDT)の高い方 

－34＋67＝33 ℃と

－13 ℃の高い方 

炉心が臨界 ≦20 ％ 
ボルト締付荷重が作用する部分

の材料の最も高い RTNDT ＋33 ℃ 
－34＋33＝－1 ℃ 

炉心が臨界 ＞20 ％ 

(「耐圧・漏えい試験」に対して要

求される温度)と(ボルト締付荷

重が作用する部分の材料の最も

高い RTNDT ＋89 ℃)の高い方 

37 ℃と－34＋89＝

55 ℃の高い方 
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図 7-2 評価時点（2021年７月 30日）の原子炉圧力容器の P-T線図（炉心臨界時） 

以 上 
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別紙８ 炉内構造物の中性子照射による靭性低下に対する耐震安全性評価結果について 

 

中性子照射による材料の靭性低下が想定される上部格子板グリッドプレートに欠陥が存在すると

仮定し，Ss地震発生時の荷重を考慮して求めた応力拡大係数 KIと，破壊靭性値 KICとを比較すること

により耐震安全性評価を行っている。 

評価の具体的内容を以下に示す。 

 

1. 評価条件 

(1) 想定欠陥 

想定欠陥は，炉内構造物の破壊靭性評価においては維持規格の炉内構造物に関する初期欠陥寸

法を用いることも考えられるが，ここでは保守的に JEAC4206 を参照し，表 8-1 のとおりとした。

また，亀裂の想定部位を図 8-1に示す。 

なお，JEAC4206では半楕円亀裂の亀裂長さを 1.5tと規定しているが，ここでは保守的に１／４

楕円亀裂の亀裂長さを 1.5tとした。 

 

表 8-1 想定した亀裂形状 

想定部位 深さ 長さ 欠陥形状 

上部格子板下側グリッド

プレート切り欠き部 
1/4t=     ㎜ 1.5ｔ＝      ㎜ １／４楕円亀裂 

ｔ：グリッドプレート板厚（＝      mm）     

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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(3) 考慮する応力 

考慮する応力は死荷重及び地震荷重による応力とし，熱膨張応力は通常運転時の熱応力が微小

であることから考慮しない。 

また，評価に用いる応力は最長グリッドプレート中央部の応力とし，亀裂を想定する下側グリ

ッドプレートに切り欠き部が存在するため，応力集中係数      を考慮する。 

 

 

 

 

 

a. 鉛直方向荷重による応力 

死荷重及び地震の鉛直力による荷重ＷＶ及び最長グリッドプレート中央部の曲げモーメントＭ

は，次式により求めた。 

Ｗ
V
=γ∙t∙h∙L∙(1+CV)＝     ［Ｎ］ 

M=
WV∙L

24
＝     ［N･㎜］ 

ここで，γ：材料の比重量＝     ［N/㎜ 3］ 

ｔ：グリッドプレート板厚 

ｈ：グリッドプレート高さ 

Ｌ：最長グリッドプレート長さ 

CV：鉛直震度 

 

よって，曲げ応力σbは次式で求められる。 

σb=
6M

t∙ha
2 ∙α＝  ［MPa］ 

ここで，ha：切り欠き部リガメント高さ 

α：応力集中係数 

 

b. 水平方向荷重による応力 

上部格子板の取付位置において，４本の燃料集合体がグリッドプレートに与える地震の水平力

Ｆは，次式により求めた。 

F＝
4H

368
＝      ［Ｎ］ 

ここで，Ｈ：地震の水平力 

よって，引張応力σmは次式で求められる。 

σm=
F

t∙ha
∙α＝    ［MPa］ 

 

 

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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2. 評価結果 

(1) 中性子照射を受けたステンレス鋼の破壊靭性値（許容値） 

維持規格 添付E-14 3.(1)に示される中性子照射量8.0×1024 n/m2を超える場合の値である43.2 

MPa√mとした。 

 

(2) 地震時の応力拡大係数 

１／４楕円亀裂の応力拡大係数 KIは，以下に示す式※2より求めた。 

 

 

 

 

 

 

 

ここで，Amn：応力分布の係数 

    Mmn：亀裂の深さと長さの比（a/b）と，亀裂の深さと板厚の比（a/t）から求める係数 

     ａ：亀裂の深さ 

     ｂ：亀裂の長さ 

     σY：材料の降伏応力 

 

 

 

 

上記により求めた想定亀裂の応力拡大係数 KIを表 8-3に示す。 

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 



8-5 

表 8-3 想定亀裂の応力拡大係数 

項目 記号 単位 評価 

グリッドプレート板厚 ｔ ｍ  

亀裂の深さ ａ ｍ  

亀裂の長さ ｂ ｍ  

切り欠き部リガメント高さ ha ｍ  

材料（SUS316L）の降伏応力 σY MPa  

曲げモーメントＭによる曲げ応力 σb MPa  

水平力Ｆによる引張応力 σm MPa  

亀裂の深さと長さの比 a/b －  

亀裂の深さと板厚の比 a/t －  

O点の応力 σO MPa  

C点の応力 σC MPa  

応力分布の係数 
A00 －  

A01 －  

A点（最深点）の Mmn 
M00 －  

M01 －  

C点（表面点）の Mmn 
M00 －  

M01 －  

a/bから求める係数 E(ｋ) －  

A点（最深点）の応力拡大係数 

K00 

MPa√m 

 

K01  

KI  

C点（表面点）の応力拡大係数 

K00 

MPa√m 

 

K01  

KI  

応力拡大係数（最大値） KI MPa√m  

 

表 8-4に示すとおり，Ss地震時の応力拡大係数 KIは 7.8 MPa√mとなり，照射ステンレス鋼の破壊

靭性値 43.2 MPa√mを下回っていることから，不安定破壊は生じることはなく，耐震安全性評価上問

題ない。 

 

表 8-4 評価結果 

地震条件 
応力拡大係数 KI 

（MPa√m） 

破壊靭性値 KIC 

（MPa√m） 

Ss 7.8 43.2 

 

以 上 

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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別紙９ 伝熱管（流れ加速型腐食）に対する耐震安全性評価結果について 

 

1. 伝熱管の耐震安全性評価について 

原子炉補機冷却水系熱交換器及び高圧炉心スプレイディーゼル補機冷却水系熱交換器の伝熱管

については，現状保全によって管理される程度の腐食を想定した場合の部材断面の減少による剛性

低下の影響を確認するため，伝熱管内面に管理値までの一様減肉を仮定した耐震安全性評価を実施

した。 

評価対象である熱交換器のうち，代表して原子炉補機冷却水系熱交換器の概略図を図 9-1に示す。 

また，伝熱管の評価仕様を表 9-1に示す。 

 

 

図 9-1 原子炉補機冷却水系熱交換器の概略図 
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表 9-1 原子炉補機冷却水系熱交換器及び高圧炉心スプレイディーゼル補機冷却水系熱交換器の 

伝熱管の評価仕様 

項目 記号 単位 
原子炉補機冷却水系 

熱交換器 

高圧炉心スプレイ

ディーゼル補機冷

却水系熱交換器 

最高使用圧力（管側／胴側） Pig MPa   

最高使用温度（管側／胴側） － ℃   

伝熱管外径 Do mm   

伝熱管厚さ ttb mm   

伝熱管減肉後内径*1 Dico mm   

伝熱管減肉代 tco mm 0.60 0.60 

減肉を考慮した伝熱管の単位

長さ当たりの相当質量 
mec kg/m   

伝熱管材料 － － C6870T C6870T 

支持間隔（管板（固定）～管支

持板（支持））*2 
Lan mm   

支持間隔（管支持板（支持）～

管支持板（支持））*2 
Lho mm   

設計引張強さ*3 Su MPa 375 375 

評価用震度（水平方向）Ss CH － 0.95*4 0.95*4 

評価用震度（鉛直方向）Ss CV － 0.62*4 0.62*4 

＊１：伝熱管内面に，管理値である   まで一様減肉が生じたと仮定した 

＊２：最大の支持間隔を用いて評価した 

＊３：設計・建設規格 付録図表 Part5 表９に当該材料の各温度による Su値が規定されていないた

め，付録図表 Part5 表６に記載の最小引張強さを用いた 

＊４：剛構造となるため，設置床の最大応答加速度（1.2ZPA）を用いた 

 

2. 評価方法 

支持間隔の片方の端部形状が固定端，支持端であっても計算方法は同様であるため，ここでは，

評価結果において発生応力と許容応力の比が最大である原子炉補機冷却水系熱交換器の「管支持板

から管支持板」の計算方法について示す。 

計算に使用する記号の説明を表 9-2に示す。 

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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表 9-2 計算に使用する記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

σφlc，σxlc 内圧により伝熱管に生じる周方向一次応力，軸方向一次応力 MPa 

Mhoc 自重による曲げモーメント N･mm 

MHahoc 水平方向地震荷重による曲げモーメント N･mm 

MVahoc 鉛直方向地震荷重による曲げモーメント N･mm 

σx2ghoc 自重により伝熱管に生じる曲げ応力 MPa 

σHx3hhoc 水平方向地震荷重により伝熱管に生じる曲げ応力 MPa 

σVx3hhoc 鉛直方向地震荷重により伝熱管に生じる曲げ応力 MPa 

Ztbc 減肉を考慮した伝熱管の断面係数 mm3 

τHlhohc 水平方向地震荷重により伝熱管に生じるせん断応力 MPa 

τVlhohc 鉛直方向地震荷重により伝熱管に生じるせん断応力 MPa 

Astbc 減肉を考慮した伝熱管のせん断断面積 mm2 

Atbco 減肉を考慮した伝熱管の断面積 mm2 

σφhoc 水平方向地震力が作用した場合の伝熱管の周方向一次応力の和 MPa 

σxhoc 水平方向地震力が作用した場合の伝熱管の軸方向一次応力の和 MPa 

τhoc 鉛直方向地震力が作用した場合の伝熱管のせん断応力の和 MPa 

σhoc 伝熱管の組合せ一次応力 MPa 

Su 設計・建設規格 付録図表 Part5 表６による最小引張強さ MPa 

fa 伝熱管の組合せ一次応力に対する許容応力 MPa 

 

3. 算出過程 

原子炉補機冷却水系熱交換器の「管支持板から管支持板」の算出過程を以下に示す。 

 

3.1 伝熱管の応力算出 

  (1) 内圧により生じる膜応力 

    （JEAC4601 横置円筒形容器より） 

    周方向 

    σ
Φlc

=
Pig[Dico+1.2(ttb-tco)]

2(ttb-tco)
  

    軸方向 

    σ
xlc

=
Pig[Dico+1.2(ttb-tco)]

4(ttb-tco)
 

 

  (2) 自重による曲げ応力 

    自重による曲げモーメント Mhocは以下により求める。 

    （機械工学便覧 1987 A4編 材料力学 表７より） 
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    Mhoc=
(mec･Lho･g)･Lho

4
 

    したがって，伝熱管に生じる曲げ応力σx2ghocは以下により求める。 

    （JEAC4601 横置円筒形容器より） 

    σ
x2ghoc

=
Mhoc

Ztbc
 

    ここで，減肉を考慮した伝熱管の断面係数 Ztbcは以下となる。 

    （機械工学便覧 1987 A4編 材料力学 表６より） 

    Ztbc=
π

32
･
Do

4-Dico
4

Do
 

 

  (3) 水平地震荷重により生じる曲げ応力 

    水平方向地震荷重による曲げモーメント MHahocは以下により求める。 

    （械工学便覧 1987 A4編 材料力学 表７より） 

    MHahoc=CH･
(mec･Lho･g)･Lho

4
 

    したがって，伝熱管に生じる曲げ応力σHx3hhocは以下により求める。 

    （JEAC4601 横置円筒形容器より） 

    σ
Hx3hhoc

=
MHahoc

Ztbc
 

 

  (4) 鉛直地震荷重により生じる曲げ応力 

    鉛直方向地震荷重による曲げモーメント MVahocは以下により求める。 

    （械工学便覧 1987 A4編 材料力学 表７より） 

    MVahoc=CV･
(mec･Lho･g)･Lho

4
 

    したがって，伝熱管に生じる曲げ応力σVx3hhocは以下により求める。 

    （JEAC4601 横置円筒形容器より） 

    σ
Vx3hhoc

=
MVahoc

Ztbc
 

 

  (5) 水平地震荷重より生じるせん断応力 

    （JEAC4601 横置円筒形容器より） 

    τ
Hlhohc

=CH･
mec･Lho･g

Astbc
 

    ここで，減肉を考慮した伝熱管のせん断断面積 Astbcは以下となる。 

    （械工学便覧 1987 A4編 材料力学 表９より） 
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    Astbc=
3[(

Do
2
)
2
+(

Dico
2

)
2
]

4[(
Do
2
)
2
+(

Do
2
)(

Dico
2

)+(
Dico
2

)
2
]

･Atbco 

    なお，Atbcoは減肉を考慮した伝熱管の断面積である。 

    Atbco= (
D0

2
)
2
π- (

Dic0

2
)
2
π 

 

  (6) 鉛直地震荷重により生じるせん断応力 

    （JEAC4601 横置円筒形容器より） 

    τ
Vlhohc

=CV･
mec・Lho・g

Astbc
 

 

  (7) 組合せ応力 

    （JEAC4601 横置円筒形容器より） 

    σ
φhoc

=σ
φlc

 

    σ
xhoc

=σ
xlc

+σ
x2ghoc

+σ
Hx3hhoc

+σ
Vx3hhoc

 

    τ
hoc

=τ
Hlhohc

+τ
Vlhohc

 

    σ
hoc

=
1

2
[σ

φhoc
+σ

xhoc
+√(σ

φhoc
-σ

xhoc
)
2
+4･τ

hoc

2
] 

     

3.2 許容応力の算出 

    伝熱管は設計・建設規格 解説 GNR-1230 機器等の範囲にて，容器と規定されている。したが

って，本評価では伝熱管を容器として扱い，許容応力については，クラス３容器の許容応力を適

用する。 

    伝熱管は，材料が C6870Tであるため，設計・建設規格の付録図表より， 

     C6870T：Su＝375 MPa 

    なお，伝熱管の評価温度としては，最高使用温度を想定しているが，C6870T については，設

計・建設規格の付録図表 Part5 表９において，各温度による Su値が規定されていないため付

録図表 Part5 表６に記載の最小引張強さの値を使用した。 

 

    許容応力状態ⅣAS供用状態 Dsの場合は， 

    fa＝1.5（0.6・Su）＝1.5×（0.6×375）＝337.5 → 337［MPa］ 

とする。 

 

4. 評価結果 

算出結果より，伝熱管内面に管理値までの減肉を考慮した際の地震時の発生応力は 27 MPaであ

り，許容応力である 337 MPaを下回ることから，伝熱管の腐食（流れ加速型腐食）は，耐震安全性

評価上問題ない。 
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原子炉補機冷却水系熱交換器及び高圧炉心スプレイディーゼル補機冷却水系熱交換器の評価結

果を表 9-3に示す。 

 

表 9-3 原子炉補機冷却水系熱交換器及び高圧炉心スプレイディーゼル補機冷却水系熱交換器の 

伝熱管の評価結果 

評価対象 評価条件 区 分 
耐震 

重要度 

評価 

地震力 

許容応力

状態 

応力

種別 

発生応力（MPa） 
許容応力 

（MPa） 管板～ 

管支持板 

管支持板～

管支持板 

原子炉補機冷却水系

熱交換器伝熱管 

   減肉

を想定 
クラス３ Ｓ Ss*1 ⅣAS 

一次

応力 
24 27 337*2 

高圧炉心スプレイデ

ィーゼル補機冷却水

系熱交換器 

     減肉

を想定 
クラス３ Ｓ Ss*1 ⅣAS 

一次

応力 
22 20 337*2 

＊１：Ss地震力が Sd地震力及びＳクラス機器に適用される静的地震力より大きく，Ss地震力による

評価応力が Sd地震力及びＳクラス機器に適用される静的地震力の許容応力を下回るため，Sd

地震力及び静的地震力による評価を省略した 

＊２：0.6Su×1.5 倍の値 

 

以 上 

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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別紙 10 全面腐食に対する耐震安全性評価結果について 

 

耐震安全性評価における全面腐食を考慮した耐震安全性評価に伴う計算過程について，表 10-1 に

示す理由により，代表機器を選定して説明する。 

 

表 10-1 補足説明代表機器の選定 

補足説明資料として

代表する機器 
選定理由 添付番号 

原子炉冷却材浄化系

再生熱交換器 

腐食が想定される熱交換器（胴）の評価対象機

器のうち，発生応力が最大のため 
添付－1 

軽油タンクの基礎ボ

ルト 

腐食の想定される機器付基礎ボルトの評価対象

機器のうち，発生応力が最大のため 
添付－2 

後打ちメカニカルア

ンカ及び後打ちケミ

カルアンカ 

（代表を想定せずに，全数一括評価） 添付－3 

 

以 上 
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原子炉冷却材浄化系再生熱交換器の耐震安全性評価 

  

添付－1 
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原子炉冷却材浄化系再生熱交換器の胴の腐食を考慮した耐震安全性評価について 

 

原子炉冷却材浄化系再生熱交換器の胴の腐食（全面腐食）を考慮した耐震安全性の評価内容を以下

に示す。 

 

1. 評価仕様 

(1) 機器構造 

原子炉冷却材浄化系再生熱交換器は，横置円筒型容器であり，胴を支持している２個の脚のう

ち１個は胴の長手方向にスライドできる構造となっている。別紙に構造図を示す。 

 

(2) 計算モデル 

本評価の計算モデルを以下に示す。 

  

荷重状態 脚の位置での曲げモーメント 

  

長手方向荷重により胴が受ける局部モーメント 横方向荷重により胴が受ける局部モーメント 

図１ 原子炉冷却材浄化系再生熱交換器の計算モデル 
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(3) 評価条件 

表２ 評価条件 

項目 記号 入力値 単位 

耐震重要度 － Ｂ － 

クラス区分 － クラス３ － 

据付設置建屋 － 原子炉建屋 － 

据付設置位置 － EL 5.3 ｍ 

水平固有周期 Ｔ  ｓ 

水平方向設計震度 CH 0.69 － 

鉛直方向設計震度 CV － － 

最高使用圧力 Pr  kg/cm2 

胴の内径（腐食前） Di
’  mm 

胴の板厚（腐食前） t’  mm 

胴の付け根部における胴の有効板厚（腐食前） te
’  mm 

内面腐食量 C 0.8 mm 

胴の内径（腐食後） Di  mm 

胴の板厚（腐食後） t  mm 

胴の付け根部における胴の有効板厚（腐食後） te  mm 

熱交換器胴の運転重量 W0  kg 

脚の重量 WS  kg 

各質点の静荷重（ｉ＝１） W1  kg 

各質点の静荷重（ｉ＝２） W2  kg 

各質点の静荷重（ｉ＝３） W3  kg 

各質点の静荷重（ｉ＝４） W4  kg 

各質点の静荷重（ｉ＝５） W5  kg 

各質点の静荷重（ｉ＝６） W6  kg 

脚中心間距離 l0  mm 

第１脚から各荷重までの距離（ｉ＝１） l1  mm 

第１脚から各荷重までの距離（ｉ＝２） l2  mm 

第１脚から各荷重までの距離（ｉ＝３） l3  mm 

第１脚から各荷重までの距離（ｉ＝４） l4  mm 

第１脚から各荷重までの距離（ｉ＝５） l5  mm 

第１脚から各荷重までの距離（ｉ＝６） l6  mm 

脚の胴体付け根部のアタッチメントの幅の２分

の１（胴の横方向） 
C1  mm 

脚の胴体付け根部のアタッチメントの幅の２分

の１（胴の長手方向） 
C2  mm 

 

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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項目 記号 入力値 単位 

脚の架台への取付部から胴つけ根部までの高さ h1  mm 

脚の架台への取付部から胴の中心までの高さ h2  mm 

 

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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2. 応力評価 

(1) 胴の応力 

a. 脚の受ける荷重 

脚にかかる重量はモーメントの釣合より求める。図１において第１脚周りのモーメントの釣

合より次式が成り立つ。 

∑ Wi∙
l1

l0
⁄ -R2l0=0

6

i=1

 

したがって，脚の受ける荷重は次式のとおり表される。 

R2=∑ Wi∙
l1

l0
⁄

6

i=1

 

R1=∑ Wi

6

i=1

-R2 

 

b. 曲げモーメント 

図１に示すように胴は集中荷重を受ける単純はりとして考える。 

図１において脚つけ根部における曲げモーメント M1，M2は次式で表される。 

M1=∑ Wi∙|l1|

2

i=1

 

M2=W6(l6-l0) 

 

c. 内圧による応力 

内圧により生じる応力σφ1，σx1は次式より求まる。 

σ
Φ1

=
Pr(Di+1.2t)

200t
 

σ
x1
=
Pr(Di+1.2t)

400t
 

 

d. 運転時重量により生じる長手方向曲げモーメントによる応力 

運転時重量により脚の取付部に生じる胴の長手方向曲げモーメントは b.で求めた M1，M2であ

る。このモーメントにより胴の第１脚つけ根部に生じる応力は次のように求まる。 

参考文献(1)によれば，この曲げモーメントは胴の断面に対して一様に作用するものではな

く，脚取付部において円周方向の曲げモーメントに置換され，胴の局部変形を生じさせようと

する。 

長手方向の曲げモーメントによる胴の応力影響範囲を脚上の θ0/6 の点とすると長手方向曲

げモーメントに対する胴の有効断面積は図２に 2θ で示される円殻である。したがって応力

σx2は次式で表される。 

σ
x2
=
M1
Z
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Z=rm
2te (

θ+sinθcosθ-2sin2θ θ⁄

sinθ θ⁄ -cosθ
) 

tm=
Di+te
2

 

 

図２ 脚つけ根部の有効範囲 

 

e. 運転時重量による脚つけ根部の応力 

胴の脚つけ根部には脚反力による局部応力が生じる。胴の第１脚つけ根部に作用する反力Ｐ

は次式で表される。 

P=R1 

この反力Ｐにより生じる胴の局部応力は参考文献(1)によると次のとおり求めることができ

る。なお，シェルパラメータ γ 及びアタッチメントパラメータ β によって参考文献(1)の表

より求められる値には＊を付記する。 

γ=
rm
te
 

β
1
=
C1
rm
 

β
2
=
C2
rm
 

β
1
β

2
<1⁄ のとき 

β= {1-
4

3
(1-

β
1

β
2

)(1-K2
*)}√β

1
β

2
 

であり，応力σφ3，σx3は次式で表される。 

σ
ϕ3
= [

Nϕ

P rm⁄
]

*

(
P

rmte
) 

σ
x3
= [

Nx
P rm⁄

]
*

(
P

rmte
) 
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図３ 脚が胴に及ぼす力の関係 

 

f. 長手方向地震による脚つけ根部の応力 

長手方向地震時，第２脚は長手方向に自由にスライドできるので第１脚は図１のよう変形し，

脚つけ根部に生じる曲げモーメント Mℓ及び鉛直荷重（偶力）Pℓは次式により与えられる。 

Ml=
1

2
CH(W0-Ws)h1 

Pl=CH(W0-Ws)
h2-

1
2 h1

l0
 

曲げモーメント Mℓ及び鉛直荷重 Pℓにより生じる胴の局部応力は e.と同様な方法で参考文献

(1)より求められる。 

ここでシェルパラメータは e.と同様であるが，アタッチメントパラメータ β は次式で表さ

れる。 

β=√β
1
β

2

23

 

曲げモーメントにより生じる応力σφ41，σx41 

σ
ϕ41

= [
Nϕ

Ml (rm2β)⁄
]

*

(
Ml

rm2teβ
)Cl

* 

σ
x41

= [
Nx

Ml (rm2β)⁄
]

*

(
Ml

rm2teβ
)Cl

* 

鉛直荷重による応力σφ42，σx42 

σ
ϕ42

= [
Nϕ

Pl rm⁄
]

*

(
Pl
rmte

) 

σ
x42

= [
Nx

Pl rm⁄
]
*

(
Pl
rmte

) 

また，水平方向荷重により胴には次式で表される引張応力σx43が生じる。 

σ
x43

=
CH(W0-Ws)

π(Di-t)t
 

したがって，曲げモーメント Mℓ，鉛直荷重 Pℓ 及び長手方向荷重により生じる胴の応力σφ4，

σx4は次式で表される。 

σ
ϕ4
=σ

ϕ41
+σ

ϕ42
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σ
x4
=σ

x41
+σ

x42
+σ

x43
 

また，長手方向地震が作用した場合，第１脚つけ根部に生じるせん断応力 τl は次式で表さ

れる。 

τ
l
=
CH(W0-Ws)

4C2t
 

 

g. 横方向地震による脚つけ根部の応力 

横方向の地震が作用した場合，図１において脚の付け根部に生じる曲げモーメント MCは次式

のとおりである。 

MC=CHR1r0 

r0=
Di
2
+te 

この曲げモーメントにより生じる胴の局部応力は，e.，f.と同様な方法で参考文献(1)より求

められる。シェルパラメータγは e.と同じであるが，アタッチメントパラメータβは次式に

て表される。 

β=√β
1

2
β

2

3

 

したがって，応力σφ5，σx5は 

σ
ϕ5
= [

Nϕ

MC (rm2β)⁄
]

*

(
MC

rm2βte
) CC

* 

σ
x5
= [

Nx

MC (rm2β)⁄
]

*

(
MC

rm2βte
) CC

* 

と表される。 

 

また，横方向地震が作用した場合，脚つけ根部に生じるせん断応力τCは次式で表される。 

τ
C
=
CHR1
4C1t

 

 

h. 組合せ応力 

c.～g.によって算出される胴の脚つけ根部に生じる応力は以下のように組合せる。 

(a) 一次一般膜応力 

・長手方向地震が作用した場合 

σ
0l
=Max [σ

0lϕ
,σ

0lx
] 

ここで 

σ
0lϕ

=σ
ϕ1
 

σ
0lx

=σ
x1
+σ

x2
+σ

x3
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・横方向地震が作用した場合 

σ
0C
=Max [σ

0Cϕ
,σ

0Cx
] 

ここで 

σ
0Cϕ

=σ
ϕ1
 

σ
0Cx

=σ
x1
+σ

x2
 

したがって，胴に生じる一次一般膜応力の最大値σ0は 

σ
0
=Max[σ

0l
,σ

0C
] 

で表される。 

 

(b) 一次応力 

・長手方向地震が作用した場合 

σ
1l
=
1

2
{(σ

1lϕ
-σ

1lx
) +√(σ

1lϕ
-σ

1lx
)
2
+4τ

l

2
} 

ここで 

σ
1lϕ

=σ
ϕ1
+σ

ϕ3
+σ

ϕ4
 

σ
1lx

=σ
x1
+σ

x2
+σ

x3
+σ

x4
 

・横方向地震が作用した場合 

σ
1C
=
1

2
{(σ

1Cϕ
-σ

1Cx
) +√(σ

1Cϕ
-σ

1Cx
)
2
+4τ

C

2
} 

ここで 

σ
1Cϕ

=σ
ϕ1
+σ

ϕ3
+σ

ϕ5
 

σ
1Cx

=σ
x1
+σ

x2
+σ

x3
+σ

x5
 

 

したがって，胴に生じる一次応力の最大値σ1は 

σ
1
=Max[σ

1l
,σ

1C
] 

で表される。 

 

i. 計算過程における各値 

上記 e.～g.の算出過程におけるアタッチメントパラメータ等の各値は以下のとおり。 
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表３ 算出過程におけるアタッチメントパラメータ等の各値 

項 項目 記号 値 備考 

e. 

シェルパラメータ γ   

アタッチメントパラメータ β1   

アタッチメントパラメータ β2   

アタッチメントパラメータ β   

アタッチメントパラメータの補正係

数 
K2

*  
 

周方向一次応力補正係数 [
Nϕ

P rm⁄
]

*

  
 

軸方向一次応力補正係数 [
Nx

P rm⁄
]
*

  
 

f. 

アタッチメントパラメータ β   

応力の補正係数 Cl
* 

 周方向 

 軸方向 

周方向一次応力補正係数 [
Nϕ

Ml (rm2β)⁄
]

*

  
 

軸方向一次応力補正係数 [
Nx

Ml (rm2β)⁄
]

*

  
 

周方向一次応力補正係数 [
Nϕ

Pl rm⁄
]

*

  
 

軸方向一次応力補正係数 [
Nx

Pl rm⁄
]
*

  
 

g. 

アタッチメントパラメータ β   

応力の補正係数 CC
* 

 周方向 

 軸方向 

周方向一次応力補正係数 [
Nϕ

MC (rm2β)⁄
]

*

  
 

軸方向一次応力補正係数 [
Nx

MC (rm2β)⁄
]

*

  
 

 

j. 計算結果 

上記 a.～h.により求めた算出応力は以下のとおり。 

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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(a) 一次一般膜応力 

表４ 一次一般膜応力の算出結果 

地震の方向 長手方向 横方向 

応力の方向 
周方向応力

（MPa） 

軸方向応力

（MPa） 

周方向応力

（MPa） 

軸方向応力

（MPa） 

内圧による応力     

運転時重量による長手方向

曲げモーメントによる応力 
    

運転時重量による脚反力に

よる応力 
    

地震による応力 
引張     

せん断   

組合せ応力 105 77 

 

(b) 一次応力 

表５ 一次応力の算出結果 

地震の方向 長手方向 横方向 

応力の方向 
周方向応力

（MPa） 

軸方向応力

（MPa） 

周方向応力

（MPa） 

軸方向応力

（MPa） 

内圧による応力     

運転時重量による長手方向

曲げモーメントによる応力 
    

運転時重量による脚反力に

よる応力 
    

地震による応力 
引張     

せん断   

組合せ応力 147 149 

 

(c) 胴部に生じる応力の最大値 

上記(a)，(b)より，胴部に発生する応力の最大値は以下のとおり。 

 

表６ 応力の最大値 

応力の種類 発生応力（MPa） 

一次一般膜応力 σ0＝105 

一次応力 σ1＝149 

 

 

 

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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(2) 許容応力 

許容応力の算出条件および許容応力を表７及び表８に示す。 

 

表７ 許容応力算出に用いる評価条件 

項目 記号 入力値 単位 

胴材料 － STPT480 － 

最高使用温度 － 302 ℃ 

胴の設計降伏点 Sy 209＊ MPa 

胴の設計引張強さ Su 423＊ MPa 

＊：設計・建設規格 付録図表 Part5 表８，表９より引用 

 

表８ 許容応力 

許容応力状態 応力 算出式 許容応力（MPa） 

BAS 
一次一般膜応力 Min[Sy,0.6Su] 209 

一次応力 Sy 209 

 

３. 評価結果 

上記の結果から，発生応力が許容応力を満足することを確認した。 

評価結果のまとめを表９に示す。 

 

表９ 胴の腐食に対する耐震安全性評価結果 

許容応力状態 応力 発生応力（MPa） 許容応力（MPa） 

BAS 
一次一般膜応力 105 209 

一次応力 149 209 

 

４. 別紙 

(1) 原子炉冷却材浄化系再生熱交換器構造図 

 

５. 参考文献 

(1) Wichman. K. R. et al. : Local Stress in Spherical and Cylindrical Shells due to 

External Loadings, Welding Reserch Council bulletin, March 1979 revision of WRC 

bulletin 107/August 1965 

 

以 上 
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別紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却材浄化系再生熱交換器構造図  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 



 

10-添 2-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

軽油タンクの基礎ボルトの耐震安全性評価 

 

  

添付－2 
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軽油タンクの基礎ボルトの腐食を考慮した耐震安全性評価について 

 

軽油タンクの基礎ボルトの腐食（全面腐食）を考慮した耐震安全性の評価内容を以下に示す。 

 

1. 評価仕様 

(1) 機器構造 

軽油タンクは，平底たて型円筒形容器であり，屋外に設置されている。 

軽油タンクの外形図を図１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 軽油タンクの外形図 

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 



 

10-添 2-3 

(2) 評価条件 

軽油タンクの評価仕様を表１に示す。 

 

表１ 軽油タンクの評価仕様 

項目 記号 入力値 単位 

耐震重要度 － Ｓ － 

据付設置場所 － 屋外 － 

据付設置位置 － EL 21.512 ｍ 

固有周期（水平方向） －  ｓ 

固有周期（鉛直方向） －  － 

水平方向設計震度 CH 2.28*3 － 

鉛直方向設計震度 CV 0.50 － 

容器の有効運転重量 W0  kg 

ボルトのピッチ円径 DC  mm 

基礎から容器重心までの距離 lg  mm 

ベースプレートの有効内径 Dbi  mm 

ベースプレートの有効外径 Dbo  mm 

ボルトと基礎の縦弾性係数比 s 15 － 

ボルト材質 －  － 

ボルト径 d  － 

ボルト本数 n  － 

ボルト半径あたりの腐食量 c 0.3 mm 

評価温度 － 50 ℃ 

ボルト材の設計降伏点 Sy  － 

ボルト材の設計引張強さ Su  － 

＊１：水平方向については，胴の減肉を想定していないことから固有周期の値に変化はないと

判断し，工認時の値を使用した。 

＊２：鉛直方向については， 

＊３：床応答スペクトル上での水平固有周期に対応する震度（別紙） 

＊４：設計・建設規格 付録図表 Part5 表８，表９より引用 

 

 

 

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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2. 応力評価 

(1) 発生応力 

JEAG4601-1987「c.平底たて型円筒形容器」（一部，JEAC4601-2008「5.2.2 平底たて型円筒形

容器」）に基づき評価を行う。 

表２ 発生応力 

荷重種別 発生応力（MPa） 

引張（σb） 75 

せん断（τb） 74 

 

(2) 許容応力 

許容応力は，JEAG4601-1987 6.6.3 (1)容器 c.平底たて型円筒形容器 (c)評価方法 (ii)応力

の評価に準拠し算出する。 

表３ 許容応力 

荷重種別 許容応力（MPa） 

引張（σb） 148 

せん断（τb） 146 

 

3. 評価結果 

上記の結果から，発生応力が許容応力を満足することを確認した。 

評価結果のまとめを表４に示す。 

 

表４ 基礎ボルトの腐食に対する耐震安全性評価結果 

荷重種別 発生応力（MPa） 許容応力（MPa） 

引張 75 148 

せん断 74 146 

 

3. 別紙 

(1) 床応答スペクトル（基準地震動 Ss） 

 

以 上 
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後打ちメカニカルアンカ及び後打ちケミカルアンカの 

耐震安全性評価 

 

  

添付－3 
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後打ちメカニカルアンカ及び後打ちケミカルアンカの腐食を考慮した耐震安全性評価について 

 

後打ちメカニカルアンカ及び後打ちケミカルアンカについては，メーカの後打ちアンカ使用基準に

基づき，設計許容荷重を定めており，この値以上の荷重がボルトに作用しないよう施工している。 

基準地震動 Ss に対する耐震評価時の設計許容荷重を用いて評価した後打ちアンカ減肉後の応力比

の算定条件および算定結果を表１及び表２に示す。 

この結果，ボルトの減肉を考慮した場合であっても発生応力が許容応力以下になることを確認して

いる。 

 

表１ 後打ちメカニカルアンカの設計許容荷重負荷時のボルト発生・許容応力 

 M10 M12 M16 

ボルトの断面積（mm2） 
減肉前    

減肉後*1    

アンカの設計許容荷重（kN） 
引張    

せん断    

設計許容荷重負荷時のボル

ト発生応力（MPa） 

引張    

せん断    

設計許容荷重負荷，減肉時の

ボルト発生応力（MPa） 

引張    

せん断    

ボルトの許容応力（MPa）*2 
引張    

せん断    

応力比*3 
引張 0.39 0.38 0.23 

せん断 0.80 0.83 0.74 

＊１：ボルト径に対して腐食による減肉を考慮した断面積 

＊２：ボルトの許容応力は以下のとおり。（設計・建設規格及び JEAG4601による） 

・ボルトの材質：SS400 

・周囲環境温度：40 ℃ 

・設計降伏点：Sy（245 MPa(d≦16 mm)） 

・設計引張強さ：Su（400 MPa） 

 

 

 

 

 

＊３：応力比＝減肉時の発生応力／許容応力 

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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表２ 後打ちケミカルアンカの設計許容荷重負荷時のボルト発生・許容応力 

 M12 M16 M20 M22 M24 

ボルトの断面積（mm2） 
減肉前      

減肉後*1      

アンカの設計許容荷重（kN） 
引張      

せん断      

設計許容荷重負荷時のボル

ト発生応力（MPa） 

引張      

せん断      

設計許容荷重負荷，減肉時の

ボルト発生応力（MPa） 

引張      

せん断      

ボルトの許容応力（MPa）*2 
引張      

せん断      

応力比*3 
引張 0.89 0.77 0.90 0.89 0.90 

せん断 0.78 0.74 0.73 0.72 0.80 

＊１：ボルト径に対して腐食による減肉を考慮した断面積 

＊２：ボルトの許容応力は以下のとおり。（設計・建設規格及び JEAG4601による） 

・ボルトの材質：SS400 

・周囲環境温度：40 ℃ 

・設計降伏点：Sy（245 MPa(d≦16 mm)，235 MPa(16 ㎜＜d≦40 ㎜)） 

・設計引張強さ：Su（400 MPa） 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊３：応力比＝減肉時の発生応力／許容応力 

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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なお，Ｓクラス機器については，耐震バックチェックにおいてプラント全体として基準地震動Ｓｓ

に対する耐震安全性を確認していることから，この中から屋外設置の評価対象機器・配管系のうち，

後打ちケミカルアンカを使用している非常用ガス処理系サポート部について耐震安全性を確認した。 

 

＜非常用ガス処理系配管サポート部の評価結果＞ 

本評価では，耐震裕度向上工事における関連データを用いて，後打ちケミカルアンカの腐食による

減肉を考慮した評価を実施している。 

 

1. 評価方法 

(1) 機器・配管構造 

当該サポート詳細図を図１に示す。 

対象サポート番号：RE-SGTS-Y001S 

 

(2) 評価条件 

・ボルト材質： 

・ボルト径ｄ※1：       mm 

・ボルト半径あたりの腐食量ｃ：0.3 ㎜ 

・周囲環境温度：40 ℃ 

※１：ボルト径は呼び径    ㎜の場合，JIS B0205-4より       ㎜を適用。 

 

2. 評価方法及び評価結果 

(1) 評価用荷重について 

後打ちケミカルアンカ１本当りの引張及びせん断荷重は，サポート軸方向の荷重とサポート取

付角度より，後打ち金物に作用する引張方向及びせん断方向の荷重を算出し，この荷重を後打ちケ

ミカルアンカの本数で除した荷重である。 

表３に対象サポートの反力に基づく，後打ちケミカルアンカ１本当りの引張及びせん断荷重を

示す。 

 

表３ 後打ちケミカルアンカ１本当りの引張及びせん断荷重 

サポート番号 
サポート軸

方向の荷重 

後打ち金物の荷重 アンカ１本当りの荷重 

引張 

Ft（kN） 

せん断 

Fs（kN） 

引張 

Fba（kN） 

せん断 

Fbb（kN） 

RE-SGTS-Y001S      

 

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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(2) 応力計算について 

後打ちケミカルアンカ１本当りに発生する引張応力（σb）及びせん断応力（τb）は， 

σ
b
=
Fba
Ab

 

τ
b
=
Fbb
Ab

 

 

ここで，腐食量を考慮した後打ちケミカルアンカの断面積（Ab）は， 

Ab=
π

4
(d-2c)2 

 

(3) 許容応力について 

後打ちケミカルアンカの許容応力は以下のとおり。 

 

・設計降伏点：Sy（235 MPa(16 mm＜d≦40 mm)） 

・設計引張強さ：Su（400 MPa） 

 

 

 

 

(4) 評価結果について 

当該サポート部の後打ちケミカルアンカの腐食による減肉を考慮した評価結果を表４に示

す。 

 

表４ 当該サポート部の後打ちケミカルアンカの評価結果 

サポート番号 

アンカ１本当りの発生応力 許容応力 

引張 

σb（MPa） 

せん断 

τb（MPa） 

引張 

（MPa） 

せん断

（MPa） 

RE-SGTS-Y001S     

 

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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図１ サポート詳細図 

以 上 

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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別紙 11 原子炉冷却材再循環系配管の粒界型応力腐食割れを■事象とする評価の具体的内容につい

て 

 

志賀原子力発電所１号機 第 13回定期検査期間中に実施した原子炉冷却材再循環系配管の高周波誘

導加熱による配管応力改善工事に伴って実施した超音波探傷試験により，原子炉冷却材再循環系配管

において検出された応力腐食割れ（以下，「SCC」という。）に対し，基準地震動 Ssを考慮したき裂の

進展・破壊評価を実施した。 

この結果，技術基準に適合しなくなると見込まれる時期は運転時間で 32 年後であると評価されて

おり，今後は「実用発電用原子炉及びその附属施設における破壊を引き起こす亀裂その他の欠陥の解

釈について」（以下，「欠陥の解釈」という。）に則り，配管を取替えるまでの間，継続試験並びに健全

性評価を行うことから耐震安全性に影響を与えることはないと判断している。 

評価の概要を以下に示す。 

 

【評価の概要】 

「欠陥の解釈」に準拠し，「維持規格」の EB-4000を基本に評価を実施する。 

 

1. 評価対象欠陥（モデル化後） 

UT 指示に基づき，「維持規格」の EB-4200 に規定される「欠陥形状のモデル化」及び同添付 E-1

「欠陥形状のモデル化」に従い欠陥のモデル化を行う。 

 

 

図 11-1 評価対象欠陥の位置 
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表 11-1 原子炉冷却材再循環系配管の仕様及び欠陥寸法 

継手番号 
配管外径 

DO（mm） 

肉厚*1 

ｔ（mm） 

欠陥深さ 

ａ（mm） 

欠陥長さ 

ℓ（mm） 

溶接金属までの

深さ*2dc（mm） 

1A-C043AY 558.8 34.0 3.0 178 5.7 

1B-C143BY 
558.8 33.8 4.5 94 7.5 

558.8 34.2 4.5 32 8.5 

＊１：肉厚は板厚測定における実測最小値を採用。 

＊２：溶接金属までの深さは下式により算定した。 

dc=1.0×（（溶接中心から指示までの距離）－（2.2 mm：裏波幅の半分）)＋5.7 mm 

 

2. き裂進展評価 

2.1 負荷条件 

原子炉冷却材再循環系配管の疲労及び SCCの進展評価に用いる負荷条件は，「維持規格」の EB-

4320 による「負荷条件」及び添付Ｅ-7「欠陥評価に用いる荷重」に従い，以下のとおり設定す

る。 

・疲労き裂進展評価で考慮する荷重 

供用状態Ａ,Ｂ（過渡条件）で発生する荷重（内圧，自重，熱膨張，肉厚内外温度差による

熱荷重），地震力，溶接残留応力 

・SCCき裂進展評価で考慮する荷重 

供用状態Ａ（定格運転時）で発生する荷重（溶接残留応力及び内圧，自重，熱膨張） 

 

2.2 き裂進展モデル 

モデル化した欠陥については，「維持規格」の EB-4351「疲労によるき裂進展」，同 EB-4352「SCC

によるき裂進展」に従い，欠陥の長さ及び深さ方向について欠陥の進展を予測する。 

 

2.3 き裂進展速度 

原子炉冷却材再循環系配管のき裂進展速度は，「欠陥の解釈」に準拠し以下のとおり算出する。 

SCCのき裂進展速度は，低炭素ステンレス鋼のき裂の特徴を考慮し，硬化部分については，「維

持規格」の解説 2-2-34「図１ 低照射領域の通常炉内水質環境下におけるオーステナイト系ステ

ンレスの応力腐食割れき裂進展評価線図」（鋭敏化 SUS304のき裂進展速度線図），溶接金属部分

については，「維持規格」の添付 J-2-1の「表 添付 J-2-1 応力腐食割れき裂進展速度式」に定

めるものを適用する。 

疲労き裂の進展速度は，「維持規格」の添付 E-2-7「図 添付 E-2-FA-2 オーステナイト系ステ

ンレス鋼の BWR通常一次系水質環境中の疲労き裂進展速度線図」に定めるものを適用する。 

 

2.4 SCC及び疲労き裂進展評価結果 

SCC き裂進展後の予測寸法を初期欠陥寸法とした，疲労き裂進展評価から求めた評価時間後

（き裂長さが許容欠陥寸法の限界に達する時間である 32 年後）の予測欠陥寸法を表 11-2 に示
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す。 

表 11-2 き裂進展評価結果 

継手番号 

SCCき裂進展後の 

予測寸法（㎜） 

疲労き裂進展後の 

予測欠陥寸法（㎜） 

深さ as 長さ ℓs 深さ af 長さ ℓf 

1A-C043AY 8.4 647 8.5 654 

1B-C143BY 8.2 1,043 8.3 1,049 

 

3. 破壊評価 

3.1 負荷条件 

「維持規格」の EB-4410「負荷条件」及び添付 E-7「欠陥評価に用いる荷重」に従い，荷重条

件は供用状態Ａ，Ｂ及び地震荷重を考慮した供用状態Ｃ，Ｄで最も厳しい荷重を仮定した。具体

的には原子炉冷却材再循環系配管に加わる内圧，自重，熱膨張及び地震荷重（Ss）を考慮して評

価した。 

 

3.2 破壊評価の方法 

原子炉冷却材再循環系配管の破壊評価は，「維持規格」の EB-4420「破壊評価法」の規定に従

い，同 EB-4440「弾塑性破壊力学評価法」及び添付 E-9「弾塑性破壊力学評価法」に従い評価し

た。 

 

3.3 許容欠陥寸法の限界の評価結果 

評価期間後の予測欠陥寸法は，表 11-3に示すとおり，許容欠陥寸法の限界に達しないことを

確認した。 

 

表 11-3 許容欠陥寸法の限界の評価結果 

継手番号 
き裂進展後の 

予測欠陥寸法（㎜） 
許容欠陥寸法の限界 

1A-C043AY 

（32年後） 

深さ af 8.5 af≦10.2 mm（0.30t） 

長さ ℓf 654 ℓf≦654 ㎜（欠陥角度 152.6°） 

1B-C143BY 

（32年後） 

深さ af 8.3 af≦9.0 mm（0.27t） 

長さ ℓf 1049 ℓf≦1,049 ㎜（欠陥角度 244.7°） 
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3.4 許容応力による評価結果 

評価期間後の作用曲げ応力は，表 11-4に示すとおり許容曲げ応力を下回ることが確認された。 

 

表 11-4 許容応力による評価結果 

継手番号 

予測欠陥 

寸法（mm） 

供用状態 

Ａ，Ｂ（MPa） 

供用状態 

Ｃ，Ｄ（MPa） 

深さ 

af 

長さ 

ℓf 

作用曲げ

応力 Pb 

許容曲げ

応力 Sc 

作用曲げ

応力 Pb 

許容曲げ

応力 Sc 

1A-C043AY 

（32年後） 
8.5 654 1.3 55.1 58.2 142.3 

1B-C143BY 

（32年後） 
8.3 1,049 1.2 53.3 57.8 138.6 

 

4. まとめ 

以上の評価結果から，当該配管の健全性は運転時間で 32年後まで確保されると評価した。 

 

以 上 
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別紙 12 動的機能維持評価の記載方針について 

 

動的機能維持評価は，耐震安全性評価対象機器の動的機能維持要求（JEAG4601）の有無及び耐震安

全上考慮する必要のある経年劣化事象（◎事象）の有無を踏まえ，評価の分類を定めている。この分

類に応じて実施した動的機能維持評価結果の記載についても，分類毎に記載方針を定め，個別機器毎

に評価結果を総括した内容を記載している。 

評価分類毎の動的機能維持評価結果の記載方針を表 12-1 に，個別機器毎の記載方針と評価内容を

表 12-2に示す。 
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表 12-1 動的機能維持評価結果の記載方針 

記載 

方針 

個別機器の耐震安全性

評価における動的機能

維持評価の分類 

分類に基づく動的機能維持評価の記載文＊ 

方針 

① 

動的機能維持が要求さ

れる機器なし。 

記載なし。 

方針 

② 

動的機能維持が要求さ

れる機器があるものの，

当該機器に◎事象なし。 

また，当該機器の耐震安

全性に影響を及ぼすと

考えられる他の個別機

器についても◎事象な

し。 

〇〇における高経年化に対する技術評価により，各部位に想定される経年劣化

事象については，現状の保全対策により機器に与える影響が十分小さいことを

確認した。 

また，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象は抽出されなかった。 

これより，経年劣化事象を考慮しても，地震時に動的機能の維持が要求される機

器における地震時の応答加速度は各機器の機能確認済加速度を上回るものでな

いと考えられ，地震時の動的機能についても維持されると判断される。 

方針 

③ 

動的機能維持が要求さ

れる機器があるものの，

当該機器に◎事象なし。 

ただし，当該機器の耐震

安全性に影響を及ぼす

と考えられる他の個別

機器に◎事象があり，耐

震安全性評価の実施に

より機器の振動応答特

性への影響が「軽微もし

くは無視」できることを

確認する必要があるも

の。 

【個別機器（機械設備）の例】 

機械設備における高経年化に対する技術評価により，各部位に想定される経年

劣化事象については，現状の保全対策により機器に与える影響が十分小さいこ

とを確認した。 

また，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象は抽出されなかった。 

さらに，耐震安全上考慮する必要のある基礎ボルトに対する耐震安全性評価の

実施により，基礎ボルトの経年劣化事象は，ボルトが支持する機器の支持機能に

影響を及ぼさないことを確認している。 

これより，経年劣化事象を考慮しても，地震時に動的機能の維持が要求される機

器における地震時の応答加速度は各機器の機能確認済加速度を上回るものでな

いと考えられ，地震時の動的機能についても維持されると判断される。 

方針 

④ 

動的機能維持が要求さ

れる機器があり，当該機

器及び当該機器の耐震

安全性に影響を及ぼす

と考えられる他の個別

機器に◎事象があるた

め，耐震安全性評価の実

施により機器の振動応

答特性への影響が「軽微

もしくは無視」できるこ

とを確認する必要があ

るもの。 

【個別機器（弁）の例】 

弁における高経年化に対する技術評価により，各部位に想定される経年劣化事

象については，現状の保全対策により機器に与える影響が十分小さいことを確

認した。 

また，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価の

実施により，弁における動的機能維持に必要となる部位での経年劣化事象は，機

器の振動応答特性への影響が「軽微もしくは無視」できる事象であることを確認

した。 

さらに，耐震安全上考慮する必要のある配管に対する耐震安全性評価の実施に

より，配管の経年劣化事象は，配管が支持する機器の支持機能に影響を及ぼさな

いことを確認している。 

これより，経年劣化事象を考慮しても，地震時に動的機能の維持が要求される機

器における地震時の応答加速度は各機器の機能確認済加速度を上回るものでな

いと考えられ，地震時の動的機能についても維持されると判断される。 

方針 

⑤ 

動的機能維持が要求さ

れる機器があり，当該機

器に◎事象あり。 

また，当該機器の耐震安

全性に影響を及ぼすと

考えられる他の個別機

器については◎事象な

し。 

【個別機器（ポンプ）の例】 

ポンプにおける高経年化に対する技術評価により，各部位に想定される経年劣

化事象については，現状の保全対策により機器に与える影響が十分小さいこと

を確認した。 

また，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価の

実施により，ポンプにおける動的機能維持に必要となる部位での経年劣化事象

は，機器の振動応答特性への影響が「軽微もしくは無視」できる事象であること

を確認した。 

これより，経年劣化事象を考慮しても，地震時に動的機能の維持が要求される機

器における地震時の応答加速度は各機器の機能確認済加速度を上回るものでな

いと考えられ，地震時の動的機能についても維持されると判断される。 

＊：方針③④⑤において，当該機器や他の個別機器の◎事象による当該機器の振動応答特性への影響

が「軽微もしくは無視」できない場合は，経年劣化事象を考慮した当該機器の地震時の応答加速

度が機能確認済み加速度を上回らないことを確認し，その結果を記載する。 
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表 12-2 個別機器毎の記載方針と評価内容 

個別機器 
動的機能維持評価

結果の記載方針＊ 
方針②，③，④，⑤の記載の評価内容 

ポンプ 方針⑤ 

原子炉冷却材再循環ポンプについて，当該機器の◎事象と

してケーシングの疲労割れが抽出されていることから，ケ

ーシングの耐震安全性評価結果より機器の振動応答特性へ

の影響が「軽微もしくは無視」できることを確認している。 

熱交換器 方針① － 

ポンプモータ 方針② 
◎事象は抽出されず，全ての事象が▲，－，×，■事象で

あり，耐震安全上の影響がないことを確認し ている。 

容器 方針① － 

配管 方針① － 

弁 方針④ 

原子炉冷却材再循環系弁のうち PLR ポンプ出口弁につい

て，当該弁の◎事象として弁箱の疲労割れが抽出されてい

ること及び他の個別機器の◎事象として当該弁を支持する

配管の疲労割れが抽出されていることから，各々の耐震安

全性評価結果より機器の振動応答特性への影響が「軽微も

しくは無視」できることを確認している。 

炉内構造物 方針① － 

ケーブル 方針① － 

コンクリート構造

物及び鉄骨構造物 
方針① － 

計測制御設備 方針② 
◎事象は抽出されず，全ての事象が▲，－，×，■事象で

あり，耐震安全上の影響がないことを確認し ている。 

空調設備 方針② 
◎事象は抽出されず，全ての事象が▲，－，×，■事象で

あり，耐震安全上の影響がないことを確認し ている。 

機械設備 方針③ 

非常用ディーゼル機関附属設備のうち燃料移送ポンプにつ

いて，他の個別機器の◎事象として当該ポンプを支持する

基礎ボルトの全面腐食が抽出されていることから，基礎ボ

ルトの耐震安全性評価結果より機器の振動応答特性への影

響が「軽微もしくは無視」できることを確認している。 

電源設備 方針② 
◎事象は抽出されず，全ての事象が▲，－，×，■事象で

あり，耐震安全上の影響がないことを確認し ている。 

基礎ボルト 方針① － 

＊：表 12-1に示す記載方針番号 

 

以 上 
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別紙 13 弾性設計用地震動 Sdの妥当性について 

 

今回の耐震安全性評価に用いた弾性設計用地震動 Sdは，「志賀原子力発電所１号機 「発電用原子炉

施設に関する耐震設計審査指針」の改訂に伴う耐震安全性評価結果 報告書」（平成 22年４月 27日）

（以下，「志賀１号炉本報告」という。）における弾性設計用地震動 Sd-1,2,3を包絡する地震動（0.79×

基準地震動 Ss-1）を用いた。その経緯は以下の通りである。 

志賀原子力発電所２号炉についての｢志賀原子力発電所 ｢発電用原子炉施設に関する耐震設計審査

指針｣の改訂に伴う耐震安全性評価結果 中間報告書｣（平成 20年３月 14日）に関する第 10回原子力

安全委員会（平成 21年２月 18日）の審議において，評価に用いる弾性設計用地震動 Sdは弾性設計用

地震動 Sd-1,2,3 を包絡する 0.77×基準地震動 Ss-1 で代表する考え方が妥当と評価された。その後，

原子力安全・保安院の海上音波探査結果を踏まえて基準地震動 Ss-2,3を変更した。これに伴い，代表

する地震動を新たな弾性設計用地震動 Sd-1,2,3を包絡する0.79×基準地震動 Ss-1に見直したものを

志賀１号炉本報告に記載して提出した。詳細な経緯を表 13-１に示す。 

以上の経緯から，今回の耐震安全性評価に用いた弾性設計用地震動 Sd（0.79×基準地震動 Ss-1）

は，当時の規制機関に妥当と評価された弾性設計用地震動 Sd-1,2,3を包絡する地震動（0.77×基準地

震動 Ss-1）を上回るものであるため妥当である。 

なお，今回の耐震安全性評価に用いた弾性設計用地震動 Sd（0.79×基準地震動 Ss-1）は，図 13-１

に示す通り，基準地震動 S1を上回るものである。 
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表 13-１ 詳細な経緯 

日付 内容 

平成 20年３月 14日 当社は，２号炉の中間報告書※１を提出。 

平成 21年２月９日 

当社は，「第 14 回 原子力安全委員会 地震・地震動評価委員会及び施設

健全性評価委員会 ワーキング・グループ２」の審議において，弾性設計

用地震動 Sdの設定の考え方を説明。 

弾性設計用地震動 Sd-1,2,3は基準地震動 Ss-1,2,3のそれぞれ 0.5倍とし

て設定するが，弾性設計用地震動 Sdに対する評価は弾性設計用地震動 Sd-

1,2,3を包絡する 0.77×基準地震動 Ss-1を用いて実施することとした。 

平成 21年２月 18日 

耐震安全性評価特別委員会は，第 10回原子力安全委員会において，志賀２

号炉の中間報告に対する以下の見解を報告。 

「弾性設計用地震動 Sdの設定の考え方等については，～（中略）～弾性設

計用地震動 Sd と基準地震動 Ss の応答スペクトルの比率（Sd／Ss）を 0.5

とすることを原則としているが，簡易的評価においては，基準地震動 Ss-1

～Ss-3 に対応する弾性設計用地震動の応答スペクトルを包絡するように

基準地震動 Ss-1に 0.77を乗じたもので確認しており，その考え方等は妥

当であると考える。」 

（添付－１参照） 

平成 21年３月 18日 当社は，１号炉の中間報告書※２を提出。 

平成 21年３月 19日 

原子力安全・保安院は，志賀原子力発電所前面海域を対象に独自に実施し

た海上音波探査結果を「総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会

耐震・構造設計小委員会 地震・津波、地質・地盤合同ＷＧ Ａサブグル

ープ会合」（以下，「保安院ＷＧ」という。）（第 18回）にて報告。 

平成 21年６月 23日 

当社は，保安院ＷＧ（第 24回）にて原子力安全・保安院の海上音波探査結

果を踏まえて評価した検討用地震動 Ss-2’’及び Ss-3’’を説明し，その中

で「今回の検討内容は，今後，本報告に反映する」とした。 

平成 22年４月 27日 

当社は，１号炉の本報告書※３を提出。 

保安院ＷＧでの審議結果を反映し基準地震動 Ss-2,3を変更。従来と同様，

弾性設計用地震動 Sdは基準地震動 Ss-1,2,3のそれぞれ 0.5倍として設定

し，それらを代表する地震動を 0.79×基準地震動 Ss-1とした。 

（添付－２参照） 

※１：志賀原子力発電所 ｢発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針｣の改訂に伴う耐震安

全性評価結果 中間報告書 

※２：志賀原子力発電所１号機 ｢発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針｣の改訂に伴

う耐震安全性評価結果 中間報告書 

※３：志賀原子力発電所１号機 「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」の改訂に伴

う耐震安全性評価結果 報告書 
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図 13-1 弾性設計用地震動 Sd（0.79×基準地震動 Ss-1）と基準地震動 S1の応答スペクトル 

（志賀１号炉本報告 第 7.3.1－3図（添付－２参照）に説明追記） 

 

以上 

  

0.79×基準地

震動 Ss-1 

基準地震動 S1 
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２．４ 施設の耐震安全性について 
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平成 22年４月 27日 志賀原子力発電所１号機 「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」の

改訂に伴う耐震安全性評価結果 報告書（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

  

添付－２ 

 



 

13-7 

7.3.1 運転状態と地震動の組み合わせ 
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別紙 14 ベント管ベローズの疲労解析結果について 

 

 設計・建設規格に基づき，ベント管ベローズが地震を受けた場合の疲労に係る健全性の評価を実施

した内容について以下に示す。 

 

1. 過渡回数 

  疲労評価に用いた過渡回数を表 14-1，表 14-2に示す。 

 

表 14-1 ベント管ベローズの疲労評価に用いた過渡回数 

運 転 条 件 合計 

１ ボルト締付け 15 

２ 耐圧試験（最高使用圧力以下） 20 

３ 起動（昇温） 32 

４ 起動（タービン起動） 30 

５ 夜間低出力運転（出力 75 ％） ０ 

６ 週末低出力運転（出力 50 ％） １ 

７ 制御棒パターン変更 61 

８ 給水加熱機能喪失（発電機負荷遮断） ７ 

９ 給水加熱機能喪失（給水加熱機能部分喪失） ０ 

10 スクラム（タービントリップ） ２ 

11 スクラム（その他のスクラム） ５ 

12 定格出力運転 21 

13 停止（タービン停止） 30 

14 停止（高温待機） 31 

15 停止（冷却） 31 

16 停止（容器満水） 31 

17 停止（満水後冷却） 31 

18 ボルト取外し 15 

19 燃料交換 22 

20 
スクラム（原子炉給水ポンプ停止） 

     所外電源喪失 
０ 

21 スクラム（逃がし安全弁誤作動） ０ 
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表 14-2 ベント管ベローズの過渡回数 

項目 

運転 

状態 

記号 過渡回数 備考 

通常状態 N1 340 
表 14-1 に示す No.2～17 の過渡回数

の合計値を用いる。（一の位切上げ） 

設計状態 N2 20 

設計状態相当の変位となる回数をPCV

全体漏えい率試験の回数と考え，表

14-1 に示す No.18 の過渡回数を用い

る。（一の位切上げ） 

地震時 N3 220 

基準地震動 Ssに基づく，SRSS法によ

り合成した等価繰り返し回数の最大

値を用いる。（一の位切上げ） 

 

2. 基本寸法及び仕様 

  疲れ累積係数の算出に用いたベント管ベローズの形状を図 14-1に，基本寸法を表 14-3に，仕様

を表 14-4に示す。 

 

 

図 14-1 ベント管ベローズの形状 
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表 14-3 ベント管ベローズの基本寸法 

部位 
形状 

ｂ（mm） ｈ（mm） ｔ（mm） ｎ ｃ 

ﾍﾞﾝﾄ管ﾍﾞﾛｰｽﾞ      

 <記号の説明> 

ｂ：ベローズの波のピッチの２分の１ 

 ｈ：ベローズの波の高さ 

 ｔ：ベローズの板厚 

 ｎ：ベローズの波数の２倍の値 

 ｃ：ベローズの層数 

 

表 14-4 ベント管ベローズの仕様 

部位 材料 区分 
最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

縦弾性係数 

（MPa） 

ﾍﾞﾝﾄ管ﾍﾞﾛｰｽﾞ SUS304 
通常状態    

設計状態    

 

3. 許容繰返し回数 

  許容繰返し回数については，設計・建設規格 PVE-3810に基づき，以下のとおり算出した。 

  なお，全伸縮量については，表 14-5に示す。通常状態及び設計状態の全伸縮量は建設工認の値を

使用し，地震時の全伸縮量は解析モデルにより算出した基準地震動 Ss時の変位より算出した。 

 

(1)通常状態 

  NSA＝ (
11,031

σ
)
3.5

＝ (
11,031

)
3.5

＝                        回 

 

  ここで，σは次の計算式により計算した値 

 

  σ＝
1.5・E・ｔ・δ1

ｎ・√ｂ・ｈ
3
+
Ｐ・ｈ

ｔ・ｃ
 

   ＝                     MPa 

 

(2)設計状態 

  NSB＝ (
11,031

σ
)
3.5

＝ (
11,031

)
3.5

＝                        回 

 

  ここで，σは次の計算式により計算した値 

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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 σ＝
1.5・E・ｔ・δ2

ｎ・√ｂ・ｈ
3
+
Ｐ・ｈ

ｔ・ｃ
 

   ＝                  MPa 

 

(3)地震時 

  NSC＝ (
11,031

σ
)
3.5

＝ (
11,031

)
3.5

＝         回 

 

  ここで，σは次の計算式により計算した値 

 

  σ＝
1.5・E・ｔ・δ3

ｎ・√ｂ・ｈ
3
+
Ｐ・ｈ

ｔ・ｃ
 

   ＝                 MPa 

 

表 14-5 ベント管ベローズの全伸縮量 

部位 通常状態δ1（mm） 設計状態δ2（mm） 地震時δ3（mm） 

ﾍﾞﾝﾄ管ﾍﾞﾛｰｽﾞ    

 

   ここで，地震時の全伸縮量は以下のとおり算出した。算出に用いた地震時の変位を表 14-6に示

す。 

  

表 14-6 地震時のベント管ベローズの変位 

部位 
変位 

δx（mm） δy（mm） δz（mm） 

ﾍﾞﾝﾄ管ﾍﾞﾛｰｽﾞ    

 

  全伸縮量δ3 ＝δx+
Dm・√δy

2
+δz

2

A
＝                mm 

  Dm：ベローズ平均径（＝     mm） 

  A ：ベローズ間距離（＝    mm） 

  

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 
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4. 疲労評価結果 

  ベント管ベローズの疲労評価結果を表 14-7に示す。 

 

表 14-7 ベント管ベローズの疲れ累積係数 

評価条件 

通常状態 設計状態 地震時 合計 

NSA 
N1
NSA

 NSB 
N2
NSB

 NSC 
N3
NSC

 
N1
NSA

+
N2
NSB

+
N3
NSC

 

評価時点       0.005 

注記：記載の疲れ累積係数は小数点以下第 4位で切上げを実施。合計値の差異は，数値処理での切

上げによって生じたもの。 

 

以 上 

 

枠囲みの内容は機密事項の観点から公開できません。 


